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  「平成 19年度には財政再建団体に転落する可能性がある。」 
平成 15 年 12 月に財政見通しを行ったところ，このような極めてショッキングな

結果が出されました。長引く景気の低迷や三位一体改革等の影響により市税や地方交

付税等の歳入が大幅に減少する一方，公債費，扶助費等の義務的経費が増こうすると

ともに，財政調整基金をはじめとする主要な基金の残高が急激に減少しており，それ

までの行財政運営をその後も継続した場合には，平成 19年度には財政再建団体に転
落するという内容でした。 
一方，雇用の創出と地域経済の活性化や少子高齢化への対応，次代を担う人材の育

成など，市政に託された課題は山積しており，これらに対応するには，しっかりとし

た行財政運営の基盤をつくり上げ，これを下支えとして，施策の重点化を図りながら

着実に事業を執行することが求められていました。 
このようなことから，市は，平成 16年３月，厳しい財政環境を克服し，将来世代

に責任が持てる安定した行財政基盤を構築するため，「（第一次）盛岡市行財政構造改

革の方針及び実施計画」を策定し，平成 16 年度から 18 年度までの３ヵ年間を集中
的取組期間として，各種の改革に取り組みました。 
行政評価システムの整備と予算・総合計画との連動による市政運営のマネジメント

の仕組みづくり，外部監査制度の導入，公共事業の 40％削減，その他の事務事業の
15％削減，民間委託の推進や公の施設に係る指定管理者制度の導入，職員の定員削減，
職員給与の適正化と給料の削減など，改革は各方面に痛みを伴うものでありましたが，

市民及び関係者の皆さまの御理解と御支援をいただき，危機的財政状況を克服すると

ともに，財政の建て直しに道筋をつけることができました。 
  第一次行財政構造改革の取組みが平成 18年度をもって終了したことから，これま
での３年間の取組みをまとめるとともに，今後の課題を明らかにし，平成 19年度か
ら取り組んでいる第二次行財政構造改革においても，引き続き改革のスピードを緩め

ることなく，「自治・協働による元気なまち盛岡」を目指し，改革を推進してまいり

ます。 
 
 
 
 第一次行財政構造改革の取組みと成果の概要は，次のとおりです。 

（１）危機的な財政状況の建直し 
  平成 16 年度から 18 年度までの３ヵ年における第一次の行財政構造改革の最大の
成果は，財政再建団体に転落しかねない危機的な財政を建て直したことです。 
右肩上がりの経済成長が終わり，長期にわたる景気の低迷，厳しい雇用情勢が続く

１ はじめに 

２ 第一次行財政構造改革の取組みと成果の概要 
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中で，政府は，国・地方を通じた行財政改革を強力かつ一体的に進め，「効率的で小

さな政府」を実現するため三位一体の改革を推し進めてきましたが，地方財政の自立

を目指すべきこの改革は，国庫補助負担金の廃止，縮減等が進められる一方で，必ず

しもこれに見合う税源移譲や適切な地方交付税措置が講じられず，地方へ負担を押し

付ける結果となりました。 
このような環境の下，市の財政運営は，市税や地方交付税等の歳入が大幅に減少す

る一方，公債費，扶助費等の義務的経費が増加するとともに，財政調整基金，市債管

理基金，公共施設整備基金といった財政調整のための主要な基金を取り崩さざるを得

ず，非常に厳しい財政状況にありました。 
平成 16年 3月に公表した財政見通しにおいては，それまでのような行財政運営を

継続した場合には，平成 16 年度から 18 年度までの 3 カ年で約 154 億円（平成 18
年 3月に時点修正を加えた財政見通しでは約 170億円）の財源不足が生じ，平成 19
年度からは財政再建団体に転落するものと見込まれました。 
 こうした危機的な財政を建て直し，安定した行財政基盤を構築するため，市は， 
 
 
 
 
 
 
 
 
などに取り組み，その結果，各年度において赤字を出さずに財政運営をし，懸念され

た財政再建団体への転落は回避することができました。 
 
（２）行財政運営の仕組みづくり 

もう一つの大きな成果は，将来にわたり安定した行財政運営が確保されるよう新た

な仕組みを整備したことです。 
ア 行政評価システムの整備 

行政評価システムは，市の仕事をマネジメント（企画，実施，評価）することに

よって，継続的な改革改善を行うこと，まちづくりの課題に優先順位をつけて経営

資源を有効活用すること，まちづくりの現状と課題を市民にわかりやすく伝え市民

との協働によるまちづくりを進めることを目指して整備しました。 
  ① 市の仕事の結果を常に振り返り評価をし改革改善を行う。 
  ② 総合計画の施策体系と政策評価，施策評価を連動させ，総合計画の進行管理を

行う。 

ア 公共事業の 40％削減（3年間で約 119 億円） 

イ 事務事業等の 15％削減（3年間で約 47 億円） 

ウ 職員数の削減（3年間で 106 人／約 11 億円） 

エ  職員給与等の適正化・削減（3年間で約 10 億円） 

オ 未利用資産の売却（出資の引揚げ約 6億円など） 

カ  民間委託の推進（運転業務，ごみ収集業務など） 

キ 指定管理者制度の導入（177 の施設に導入，19 年 10 月現在は 183 の施設）
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  ③ 当初予算の編成に当たり，施策評価の結果を活用し，限られた財源の中で予算
配分の重点化を図る。 

  ④ 評価結果を毎年３回公表し，市政の現状と課題，目標を市民と共有する。 
イ 指定管理者制度の導入 

指定管理者制度は，平成 15年６月の地方自治法の改正（同年９月２日施行）に
より新たに創設され，従来，公の施設の管理運営の管理主体を公共的団体などに限

定していた規制を緩和し，民間事業者やＮＰＯの参入を可能にした制度です。 
民間の創意工夫やノウハウが施設の管理運営に活かされ住民サービスの向上や

管理運営の効率化が期待できること，地域経済の活性化やＮＰＯ，地域住民との協

働推進の有効な手段となり得ることなどから，積極的に導入を進めてきたところで

あり，平成 19年 10月現在 183の公の施設を指定管理者制度により管理運営して
います。 

 ウ 外部監査制度の導入 

外部監査制度は，公認会計士や弁護士など外部の方が市の仕事を監査する仕組み

で，中核市以上の地方公共団体では義務付けられていますが，市は任意に条例を整

備し平成 16年度から導入しました。 
監査結果，指摘された事項等に係る措置計画，措置状況はすべて公表することと

しており，これまで，病院事業，水道事業，下水道事業，社会福祉事業団などの監

査が実施され，改善に向けた取組みが進められています。 
こうした行財政運営の新たな仕組みづくりも，第一次行財政構造改革の大きな成

果です。 
 
 
 

（１） 行政評価システムによる市政のマネジメント 
（２） 組織機構の見直し 
（３） 出資法人の見直し 
（４） 歳入の確保と市債の抑制 
（５） 事務事業，補助金・負担金の見直し 
（６） 公共事業の見直し 
（７） 公共部門の民間委託とＮＰＯ，地域住民との協働の推進等 
（８） 定員と職員給与等勤務条件の見直し 
（９） 人材育成の推進 
（10）公正の確保と透明性の向上 
（11）行政の情報化等行政サービスの向上 
（12）広域連携の推進 

３ 各改革項目の成果と課題 



☆　総合計画の基本構想，実施計画と政策評価，施策評価との連動を図り，同計画の進行管理

　をする。

☆　当初予算の編成に当たっては，施策優先度評価の結果を活用して施策ごとに予算枠配分を

  行い，配分された施策ごとの予算枠の中で事務事業優先度評価の結果を活用して事務事業費

　の配分を調整する。

☆　行政評価結果については，盛岡市行財政構造改革推進会議に報告したうえで毎年３回公表

　する。

☆　市民の意見が十分反映されるように，盛岡市行財政構造改革推進会議において第三者評価

　を行う。

☆　市民満足度等の指標の設定や成果の測定に当たっては，その方法について専門家の意見を

　取り入れながら，市民の意見を反映させる。

☆　平成16年度に策定した総合計画における各施策について成果指標を定め，行政評

　価システムにより進行管理を行った。

☆　当初予算の編成において，施策優先度評価及び事務事業優先度評価結果を活用し

　て事務事業費の予算配分を調整した。

☆　事務事業評価，施策達成度評価，施策貢献度評価，行政評価システムを活用した

　予算編成，施策優先度評価，予算重点化施策の基本方針，事務事業優先度評価，事

　務事業事前評価，大規模公共事業評価結果について，盛岡市行財政構造改革推進会

　議に報告し，公表した。

　　⇒平成16年度は平成17年２月に一括公表。平成17年度，18年度は８月，11月，２月

　　　の３回に分け，評価の段階ごとに公表

☆　盛岡市行財政構造改革推進会議行政評価部会による補助金の第三者評価を実施す

　るとともに，評価結果を踏まえ措置計画を策定した。

☆　ワークショップ「評価からはじめるまちづくり」を開催し，市民から提案のあった施策等

　の成果指標のアイディアから，25件を成果指標として採用した。

17年度

取組実績

◎

◎

◎

◎

◎

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

改革の方向性

15年度

年３回公表

18年度16年度

総合計画と評価と
の連動

行政評価システム
による市政の
マネジメント

評価結果を活用し
た予算配分

行政評価結果の公
表

補助金の第三者評
価

ワークショップ開
催と市民アイディ
アを反映させた指
標の設定

平成17年度：11月に３回開催，延べ50人参加，意見101件，採用８件
平成18年度：11月に３回開催，延べ71人参加，意見172件，採用17件

３　各改革項目の成果と課題

（１）行政評価システムによる市政のマネジメント

－4－



取組みの成果・今
後の課題

○行政評価結果を市民に公表することにより，市のまちづくりの現状と課題を市民にわかりやすく

伝えることができたこと，財政状況が厳しい中，限りある資源をまちづくりの課題の優先順位に沿っ

て有効かつ効率的に活用することができたこと，市の仕事を継続的に評価することにより改革改善

を行うとともに，職員の人材育成の実践を図ったこと，補助金の第三者評価を実施し評価に対する

市民参画や意見が反映される仕組みをつくることができたことなど概ね所期の目的を達成した。特

に，評価結果と予算編成との連動による「施策別予算配分方式」の導入により，施策の貢献度，優

先度評価結果に基づき重点化すべき施策について優先的に予算配分することで，限られた財源を

より有効に，効率的に使ったまちづくりを進めていくことが可能となり，行政評価システムは市政の

マネジメントツールとして有効に機能している。

○効果的，効率的な市政を推進するため，今後とも評価精度の向上を図りながら行政評価システ

ムを活用し市政をマネジメントしていくとともに，市政推進に市民の意見がさらに反映されるよう，施

策評価の過程に外部評価を導入することについて検討し，必要な措置を講ずるものとする。

☆　行政評価システムによる市政のマネジメント

◎　市の仕事の結果を常に振り返り評価をし改革改善を行う。
◎　総合計画の施策体系と政策評価，施策評価を連動させ，総合計画の進行管理を行う。
◎　当初予算の編成に当たり，施策評価の結果を活用し，予算の重点配分を行う。
◎　評価結果を毎年３回公表し，市政の現状と課題，目標を市民と共有する。
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☆　組織内の定員の流動化，組織間の横の連携強化を図るとともに，組織のフラット化，グループ

　制の導入や専決権限の適切な配分等により迅速な意思決定，業務の効率化を図る。

☆　事務事業の自律性，効率性，透明性向上の観点から，独立行政法人制度の導入について検

　討する。

☆　法令等により設置が義務付けられているものを除き，設置目的が類似する審議会，審議事項

　が重複する審議会等については，整理統合を図る。

☆　審議会等委員の選任基準（ガイドライン）を策定し，より多くの市民の市政への参画を進めると

　ともに，女性委員就任率の向上を図る。⇒女性委員割合30.0％目標

☆　納税課と賦課担当課合同による市税及び税外収入の電話催告及び訪問催告の実

　施や次世代育成，雇用対策等複数の部署が関係する課題に対応するための部局横

　断的な組織を設置し，横の連携強化を図った。　

☆　新たな行政課題や多様化する市民ニーズに柔軟に対応できる簡素で効率的な組織

　体制を構築するとともに，フラット化・グループ制について一部の組織において導入した。

☆　市長内部部局専決及び代決に関する規程等を見直し，専決権限を適切に配分した。 ◎

☆　独立行政法人制度の導入について他の事例等を調査するとともに，病院事業，社会福

　祉事業について導入の適否を検討したが，別スキームで効率化を図る方針を決定した。

☆　設置目的が類似している審議会等について，整理統合を行った。

☆　「審議会等の設置及び委員の選任に関する指針」を策定した（16年７月12日）。 ◎

☆　女性委員の就任率の向上のため，人材情報の収集・提供を行ったが，平成19年４月１日

　現在で23.8％と目標の30％を達成することができなかった。

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

17年度

○

◎

○

△

◎

取組実績

改革の方向性

15年度 18年度16年度

組織機構の見直し

組織機構の見直し
検討

「審議会等の設置及び委員
の選任に関する指針」策定

組織の横の連携強化

17年度：企画部の廃止，消防防災課・納税課・男女参画国際課・生活福祉課にフラット化・グ
ループ制を導入　18年度：玉山との合併を踏まえ産業部を廃止し商工観光部・農林部を設置

統合：環境審議会と自然環境等保全審議会を環境審議会に統合（17年３月31日）
廃止：電算処理個人情報審議会（16年10月１日），駅前南地区土地区画整理審議会・留場高
　　　　櫓地区土地区画整理審議会（17年３月31日）

女性委員就任率：26.3％（H16.4.1）　25.9％（H17.4.1）　25.2%(H18.4.1）　23.8％（H19.4.1）

フラット化・グルー
プ制等調査・検討

一部において導入

企画部の廃止ほか

産業部の廃止，商
工観光部，農林部
設置ほか

審議会等の見直し
委員選任適正化

独立行政法人制度の調査・検討 方針決定

専決・代決規程の見直

審議会等統廃合

委員順次任命換

（２）組織機構の見直し
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取組みの成果・今
後の課題

○組織機構については，企画部を廃止するとともに，玉山村との合併を踏まえ産業部の廃止，商

工観光部，農林部を設置するなど，新たな行政課題や多様化する市民ニーズに応えながら，簡素

で効率的な組織体制を構築した。地方分権時代にふさわしい組織体制のあり方を検討しながら，

引き続き組織体制を見直すとともに，フラット化・グループ制について，一部の組織において導入さ

れているが，導入による効果や課題を検証しながら，他の部署への導入の可能性について検討す

る必要がある。

○組織内の定員の流動化については，適切な定員管理の観点から実施されなかったが，今後とも

業務繁忙期における職員の部課を越えた応援体制を構築するなどしながら対応する。

○独立行政法人については，病院事業については地方公営企業法の全部適用への移行，社会福

祉施設については公立保育園は民営化，その他の施設については指定管理者制への移行により

それぞれ効率化が図られていることから，導入しないこととした。なお，上水道事業については現

在，下水道との組織統合を検討しているが，組織統合が見送られた場合は，独立行政法人制度の

導入について検討する必要がある。

○審議会等の見直しや委員選任の適正化については，ガイドライン（「審議会等の設置及び委員

の選任に関する指針」）を策定し審議会等の統廃合や委員の順次任命換えを実施してきたが，女

性委員の就任率については人材情報の提供を行うなど向上に努めたが，目標の30％を達成する

ことができなかった。このようなことから，平成19年７月，審議会等ごとに女性委員就任率の数値目

標の設定を内容とする「審議会等の女性委員の登用推進計画」を策定したところであり，今後はこ

の計画に基づき適切な進行管理を行い，女性委員就任率の向上を図ることとしている。

※ 組織のフラット化・グループ制 

  組織のフラット化は，従来の組織（階層型）に対して，例えば次長職，課長補佐職を廃止するなどして役職

の階層をできるだけ簡素化し，意思決定の迅速化を図ることをいう。組織の機動性を発揮し，新たな行政課題

や市民のニーズに迅速柔軟に対応できる利点がある。 

グループ制は，従来の係制に対して，業務のまとまりごとに多人数で柔軟な運営ができる組織形態としたも

のをいう。業務の繁閑に応じ，弾力的な職員配置や事務配分を行うなど限られた人員の有効活用が可能になる

利点がある。 

 

※ 独立行政法人制度 

  住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地から，その地域において確実に実施されること

が必要な事務・事業のうち、地方公共団体が直接に実施する必要はないものの，民間に委ねては必ずしも実施

されないおそれがあるものを効率的かつ効果的に行わせるため地方公共団体が設立する法人を地方独立行政

法人という。 

  目標による業務管理と厳格な評価，弾力的な財政運営，徹底した情報公開等により，自律性と透明性の確保

を図る制度となっている。 

  地方独立行政法人制度の対象となる業務は 

① 試験研究 

② 大学の設置・管理 

③ 公営企業に相当する事業の経営（水道，工業用水道，軌道，自動車運送，鉄道，電気，ガス，病院） 

④ 社会福祉事業の経営（特別養護老人ホーム，保育所，ホームヘルプサービス等） 

⑤ 公共的な施設で政令で定めるものの設置・管理 

などとされている。 
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☆　出資法人との役割分担を明確にし，経営上の問題がある法人や市が経営面で支援をしている

　法人については，事務事業，人事・給与制度，組織体制の抜本的な見直し等を行い，経営の改

　善を図る。

☆　第三者の評価も取り入れつつ，施策推進上の役割・使命を終えたと認められる法人について

　は，取組期間内に順次統合・廃止（解散）を進める。

☆　公の施設の管理運営を受託している法人のうち，指定管理者制度の導入により役割・使命を

　終えたと認められる法人については，順次統合・廃止（解散）を進める。

☆　出資の目的を達成したと認められる法人については，出資の引揚げを行う。

　　　出資の目的を達成したと認められる次の８法人とは，出資の引揚げについて具体の交渉・

　　　協議を行う。また，旧玉山村から引き継いだ３法人（①③⑤）の出資の引揚げについても具

　　　体の交渉・協議を行う。

  　　　①㈱岩手銀行　②㈱北日本銀行　③㈱東北銀行　④㈱岩手日報社　　　

　　　⑤㈱アイビーシー岩手放送　⑥㈱テレビ岩手　⑦東北電力㈱

　　　⑧㈱みずほフィナンシャルグループ

☆　市の出資割合が概ね25％以上かつ５00万円以上出資の法人を対象に経営実態調査

　を実施した。

☆　盛岡市行財政構造改革推進会議の中に専門部会として「出資法人部会」を設置し，同

　部会に対して経営実態調査結果を報告のうえ出資法人等の第三者評価を実施するととも

　に，評価結果に対する措置計画を策定し，評価結果とともに公表した（平成18年11月）。

☆　出資の目的を達成したと認められる８法人から，目標の５億2,000万円を上回る６億 ◎

　1,990万円の出資を引き揚げた。

　　　表－出資の引揚状況 （単位：千円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 計

㈱岩手銀行 282,814 90,603 373,417

㈱東北電力 26,797 26,797

㈱北日本銀行 82,693 82,693

㈱みずほFC 35,221 35,221

㈱東北銀行 2,080 62,817 12,672 77,569

㈱岩手日報社 3,300 3,300

㈱テレビ岩手 6,000 6,000

㈱岩手放送 13,800 1,100 14,900

計 346,912 168,610 104,375 619,897

目標：H16～17年度　４億円程度，18年度１億２千万円程度

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

17年度 18年度

◎

◎

改革の方向性

取組実績

15年度 16年度

経営改善・統廃合
第三者評価の
実施・措置計画
の策定・公表

第三者評価
の体制整備

経営状況の把握 経営実態調査

引揚げ 引揚げ

出資の引揚げ 法人との交渉・
協議

法人との交渉・
協議

法人との交渉・
協議

＜出資引揚額（売却額）＞
16年度：３億4,691万円　17年度：１億6,861万円　18年度：１億437万円

引揚げ

（３）出資法人の見直し
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取組みの成果・今
後の課題

○出資割合が概ね25％以上かつ出資金額が５00万円以上の13法人を対象に，経営実態調査及

び盛岡市行財政構造改革推進会議出資法人部会による第三者評価を実施するとともに，評価結

果に基づき法人自らが経営改善に向けた措置計画を策定し，平成18年11月に公表した。全国的

に第三セクターの経営破綻や，これによる出資元の自治体の財政悪化の事例が多く発生している

なか，市と関係が大きい出資法人の経営改善計画を第三者評価も踏まえながら総合的かつ体系

的に策定したことにより，第三セクターの経営健全化に向けての取組みの促進と第三セクターの

経営悪化に起因する市の財政への悪影響を防止するとともに，それまで比較的遅れていた第三セ

クターの経営状況等の情報公開を促進することができた。

○また，出資の目的を達したと認められる８法人から目標の５億2,000万円を上回る６億1,990万円

の出資を引き揚げ，自主財源の確保に大きな成果をあげた。

○今後は，法人自らが策定した措置計画に基づき経営改善するよう必要な助言，指導を行うととも

に，法人の経営改善に対する措置状況や公的支援の状況を市民に対し分かりやすい形で情報を

公開し，市の施策推進上の役割・使命を終えたと認められる法人，将来にわたって経営の改善が

見込まれない法人については統廃合又は出資の引揚げを進める。また，法人の経営評価につい

ては，社会経済情勢等の変化を踏まえ定期的に実施することが効果的であることから，第二次行

財政構造改革の取組期間において再度実施する方向で検討するとともに，経営実態調査未実施

の㈱たまやま振興について早急に経営実態調査及び第三者評価を実施する。

※出資法人一覧については，資料１のとおり。

≪経営実態調査・第三者評価の対象法人≫
　経営実態調査・第三者評価の対象とした出資法人は，平成17年４月１日現在で，市の出資等の割合が法人の
出資等額全体の概ね四分の一以上を占め，かつ，市の出資等金額が500万円以上である次の13の出資等法人と
した。
　・ 株式会社盛岡地域交流センター　　　　　　　　　　　 ・株式会社岩手ソフトウェアセンター
　・ 盛岡中央市場冷蔵株式会社　　　　　　　　　　　　　 ・盛岡まちづくり株式会社
　・ 財団法人盛岡観光コンベンション協会　　　　　　　　・財団法人盛岡国際交流協会
　・ 財団法人盛岡市勤労者福祉サービスセンター　　　・財団法人盛岡市文化振興事業団
　・ 財団法人岩手育英会　　　　　　　　　　               　・財団法人盛岡市体育協会
　・ 財団法人盛岡市動物公園公社　　　　　　　           ・財団法人盛岡地域地場産業振興センター
　・ 盛岡地区広域土地開発公社
※ 社会福祉法人盛岡市社会福祉事業団，財団法人盛岡市水道サービス公社及び財団法人盛岡市都南自治振
興公社については， 外部監査によって経営上の課題が明らかとなり，対応策を策定済みであることから，今回の
評価対象から除いている。
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☆　市税等については，悪質・高額滞納者への滞納処分の強化，休日の納付相談･納付窓口の

　拡充，夜間電話催告・休日訪問催告の強化及び口座振替促進等の取組みにより，収納率向上

　に努める。なお，滞納処分強化のために，差し押さえ執行担当を増やすほか，銀行・国税関係

　ＯＢの滞納処分専門官を採用するなど，体制強化を図る。

☆　使用料・手数料については，受益と負担の公平性確保の観点から，平成16年度に総点検を

　行い，以後，適時適切に見直す。

☆　未利用市有地・保留地については，広報・宣伝活動の強化や予定価格の公表等により，積極

　的な売却を行うとともに，貸付等の有効活用に努める。

☆　市債については，毎年度の新規発行額を，臨時財政対策債を除き予算総額の８％以内かつ

　元金償還額以内とし，残高縮減を図る。

☆　市税の徴収について，差押え担当者の増員や銀行・国税関係OBの採用，休日・夜間の ◎

　窓口の開設，休日訪問催告などに取り組み，平成18年度の収納率は目標の91.02％を大

　きく上回る92.21％となった。

　　

☆　市税の口座振替についてPRを行うなど口座振替率の向上に努めたが，平成18年度の △

　口座振替率は32.8％と目標の34％を達成することができなかった。

☆　次の取組みにより，市税等の徴収対策の強化を図った。 ◎

　・納税課組織の見直しによる徴収業務，滞納整理の強化

　・休日及び夜間の納付相談･納付窓口の開設

　・年間計画に基づいた休日訪問催告の実施（H16年度～）

　・管理職による休日訪問催告を実施（H17年度～）

　・納税課と賦課担当課合同による市税及び税外収入の電話・訪問催告の実施　（～H17年度）

　・賦課担当課が所管する歳入の徴収事務に主体的かつ積極的に取り組むため，納税課から税外

　　科目の督促・催告関係業務を移管（H18年度）

　・徴収担当職員の行動量の目安として，年間の差押件数や受持ち滞納者数の圧縮率等を定め，

　　収納確保に向けた努力と責任を明確化（H17年度～）

　・インターネット公売への参加等，公売による換価を積極的に実施（H18年度～）

　・「岩手県地方税特別滞納整理機構」への職員派遣及び案件の引渡し（H18年度～）

☆　次の取組みにより，市税等の滞納処分の体制の強化を図った。 ◎

　・納税課組織の見直し（H16年度 １名職員増員・差押職員27名,H17 ,18年度 差押職員36人）

　・国税庁OB職員からの滞納処分指導(H16年度～）

　・銀行OB職員による公売,　換価等徴収整理（H17年度～）

☆　使用料・手数料について，平成18年度に総点検を実施した。なお，点検結果，具体的 ◎

　な見直しの実施は見送った。

☆　未利用市有地・保留地について，目標額の25億円（土地開発公社分含む）を上回る ◎

　39億円577万円を売却処分するとともに，貸付等を行い有効活用を図った。

　　　表－未利用市有地・保留地売却状況 （単位：千円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 計

未利用市有地 380,058 119,842 342,678 842,578

保留地 200,781 1,340,808 1,521,598 3,063,187

計 580,839 1,460,650 1,864,276 3,905,765

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

改革の方向性

取組実績

収納率の目標：市税（一般税）の場合，毎年度，現年度分0.2ﾎﾟｲﾝﾄ，滞納繰越分２ﾎﾟｲﾝﾄ程度の
上昇を図り，合計で14年度水準（91.02％）を維持。
口座振替率の目標：18年度34％(一般・特別会計税外を含む。16年度末32.4％)

【収納率の状況】16年度：90.62％　17年度91.05％　18年度：92.21％

【口座振替率の状況】16年度：29.9％　17年度31.5％　18年度：32.81％

未利用市有地・保留地処分目標額約25億円(土地開発公社分含む）

【市有地の貸付状況】16年度：391件　17年度399件　18年度：435件

（４）歳入の確保と市債の抑制
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☆　市債の新規発行について，元金償還額以内の目標は達成できたが，予算総額の８％ △

　以内については，公共事業の抑制により平成16年度，17年度は目標を達成できたが，

　18年度は岩手県競馬組合に対する融資の関係から達成することができなかった。

　　　表-市債の発行状況 （単位：百万円，％）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 計

残高減少額 4,541 4,561 466 9,568

依存度 7.6% 8.0% 10.5% －

15年度 16年度

取組みの成果・今
後の課題

○市税の収納率は，平成２年度の96.9％から14年連続で減少し平成16年度には90.62％となった

が，各種の徴収強化対策を講じたことにより，17年度には上昇に転じ，18年度はさらに向上した。

この結果，平成18年度の収納率は目標の91.02％（平成14年度実績値）を大きく上回る92.21％とな

り，財政の立て直しに向けての自主財源の確保に大きな成果をあげたところである。安定した行財

政基盤を構築する上で税財源の確保は重要な課題であることから，今後においても各種の徴収対

策を講じ税収の確保を図るとともに，取組期間内において目標を達成できなかった口座振替率に

ついても，積極的なPRなどにより口座振替促進に取り組む。

○使用料・手数料について，平成18年度に総点検したが，結果として，具体的な見直しは見送られ

た。総点検で明らかになった問題点等も踏まえ，平成19年度以降も引き続き見直しを検討・実施す

る。

○未利用市有地・保留地について積極的な売却に努めた結果，土地開発公社分も含め，目標の

25億円を上回る39億円余りを売却し，自主財源を確保することができた。今後も市が管理する未

利用の土地や保留地について，広報・宣伝活動の強化等により積極的に売却するとともに，貸付

等の有効活用に努める。

○市債（一般会計・臨時財政対策債を除く）について，公共事業削減の取組みにより新規発行の

抑制に努め，毎年度残高を縮減することができたが，歳入に占める市債の割合については，平成

16年度，17年度は８％以内と目標を達成したものの，平成18年度は岩手県競馬組合に融資したこ

とにより10.5％となり，単年度ではあるが目標を達成することができなかった。３年間の集中的取組

みにより，市債に大きく依存した財政運営を改革したところであるが，弾力性のある財政構造とす

るため，今後とも市債の新規発行の抑制と残高縮減に取り組むとともに，利子負担軽減のため高

金利地方債の借り換えについて実施を検討する。

17年度 18年度

徴収対策の強化に
よる市税等の収納
率の向上 ＜市税（一般税）収納率＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※目標：91.02％

　　　16年度　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　　18年度
現年課税分 97.56％　　　　　現年課税分 97.66％　　　　現年課税分 97.80％
滞納繰越分 18.16％　　　　　滞納繰越分 23.40％　　　　滞納繰越分 23.44％
　　計　　　　 90.62％　　　　　　　　計　　　91.05％　　　　　　　計　　　92.21％

使用料・手数料の
適正化

総点検

未利用市有地・保
留地の処分・貸付
等の有効活用 ＜未利用市有地・保留地処分額＞　　　　　　　　　　　　　　　　※目標：25億円

　　　16年度　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　18年度
　　５億8,084万円　　　　　　　　14億6,065万円　　　　　　　　　18億6,427万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒処分額合計   39億576万円

市債の新規発行抑
制と残高縮減 ＜残高縮減額・依存度＞　　　　　　　　　　　　　　　　　※目標：依存度８％以内

　　　16年度　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　18年度
縮減額　45億4,100万円 　縮減額　45億6,100万円　 縮減額　　４億6,600万円
依存度　　 　　　    7.6％　 依存度　  　　　 　 8.0％　 依存度　    　　 　10.5％
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☆　投資的経費及び義務的経費を除いた一般事業で，毎年度，全事業について総点検を行い，

　行政評価を活用しつつ，整理，統廃合を行うとともに，経常経費の削減を図り，平成16年度以降

　は，一般財源ベースで平成15年度決算見込比15％程度節減した水準とする。

☆　行政評価システムの活用により，事務事業の見直しや重点化・改革改善を図る。

☆　補助金・負担金については，目的や効果，市の関与の必要性等を検討し，目的の達成された

　ものや，事業全体に対して補助負担の割合が少ないもの等については，廃止の方向とする。ま

　た，補助金の客観性，公平性，透明性を高めるため，第三者評価を実施する。

☆　予算編成方式については，予算編成における各部局の主体性を高めることにより，事業の見

　直し，経費の削減合理化を促進するため，平成16年度予算から枠配分方式に移行したが，今後

　も，効果的な予算編成方式について検討し，見直す。

☆　決算認定審査結果を翌年度当初予算編成に反映させるため，これまで12月議会に付していた

　一般会計等決算を16年度から９月議会とする。

☆　投資的経費及び義務的経費を除いた一般事業について，平成15年度決算見込比で， ◎

　平成16年度は16.24％，19億2,136万円，17年度は28.43％，33億6,386万円，18年度は

　28.14％，33億2,998万円（いずれも普通会計・一般財源ベース）を削減した。

(A)平成15年度決算見込　11,833,697千円［H16.3現在］

　　　表-事務事業費の削減状況 （単位：千円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度

当初予算(B) 9,912,340 8,469,836 8,503,715

削減額(B)-(A) 1,921,357 3,363,861 3,329,982

削減率 16.24% 28.43% 28.14%

※旧玉山村分を合算したH15年度決算見込額は14,335,747千円であり，玉山区を合算

 したH18年度当初予算は10,740,348千円，削減率は25.08％となっている。

☆　平成15年度決算から９月議会で決算審査を実施した。 ◎

☆　目的が達成された補助金負担金等を廃止・減額した。また，盛岡市行財政構造改革推進 ◎

　会議行政評価部会による補助金の第三者評価を実施するとともに，評価結果を踏まえ措置

　計画を策定した。

　　　表-補助金負担金の廃止・削減額状況

（単位：百万円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度

廃止・削減件数 282 241 156

廃止・削減額 985 232 847

　※　行政評価システムの活用等，効果的な予算編成方式の検討については，≪「１　行政

　　評価システムによる市政のマネジメント」による≫

取組実績

15年度 16年度

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

改革の方向性

17年度 18年度

事務事業の見直し

行政評価システムの
活用による見直し

＜事務事業費の節減状況＞　　※節減目標：対15年度決算見込比15％以上
　　　16年度　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　18年度
削減額　19億2,136万円　 削減額　33億6,386万円　 削減額　33億2,998万円
削減率 　　     16.24％　　 削減率 　　  　 28.43％　 削減率　　    　  28.14％

補助金・負担金の
見直し

＜補助金・負担金の廃止・削減状況＞
　　　16年度　　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　　18年度
件数　282件　　　　　　　　　件数　241件　　　　　　　　 　件数　156件
金額 　９億8,500万円　　 　金額 　２億3,200万円　　　　金額　 ８億4,700万円

第三者評価実施

（５）事務事業、補助金・負担金の見直し
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取組みの成果・今
後の課題

○投資的経費及び義務的経費を除いた一般の事務事業について，行政評価システムによる評価，
見直しを行い，事業費を平成15年度を基準に普通会計・一般財源ベースで，16年度は16.24％，19
億2,136万円，17年度は28.43％，33億6,386万円，18年度は28.14％，33億2,998万円，取組期間内
で総額約86億円の経費節減を図り，当初の目標を大きく上回るものとなった。地方交付税の大幅な
削減等による影響で，厳しい歳出削減を余儀なくされ，市民に負担をかける面もあったが，危機的
財政の建て直しに大きな成果をあげたところである。
○また，すべての補助金について，庁内評価に加え，客観性，公平性，透明性を高めるため盛岡市
行財政構造改革推進会議行政評価部会による第三者評価を実施するとともに，目的や効果，市の
関与の必要性等を検討し，休止，統廃合も含めた見直しを実施した。
○今後も，事務事業について，毎年度，行政評価システムによる評価，見直しを行い，事務事業の
改革改善，再編・統廃合を図るとともに，補助金・負担金について，目的や効果等を不断に検証し，
見直しを行う。

※平成16年度，17年度，18年度に廃止した事務事業については，資料２のとおり。
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☆　公共事業について，市の「体力」に見合った規模とするため，平成16年度以降は，平成15年度

　決算見込から40％程度削減した水準とする。

☆　なお，全体計画事業費１億円以上の継続事業については，特に重点的にその必要性を検証

　し，事業継続について判断する。

☆　コスト削減や手続きの透明性向上を図るため，平成20年度の運用開始を目標として電子入札

　を導入する。

☆　公共事業について，平成15年度決算見込比で，平成16年度は40.61％，72億157万円， ◎

　17年度は37.64％，66億7,348万円，18年度は36.43％，64億5,901万円（いずれも普通会

　計・事業費ベース）を削減した。

(A)平成15年度決算見込　17,731,434千円［H16.3現在］

　　　表-公共事業費の削減状況 （単位：千円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度

当初予算(B) 10,529,860 11,057,955 11,272,422

削減額(B)-(A) 7,201,574 6,673,479 6,459,012

削減率 40.61% 37.64% 36.43%

※H18年度は，新市建設計画合併分を除く。

※旧玉山村分を合算したH15年度決算見込額は18,522,063千円であり，玉山区を合算

 したH18年度当初予算は12,494,959千円，削減率は32.54％となっている。これは，玉

山区分のH18年度当初予算額（普通建設費（新市建設計画合併効果分を除く。））

1,222,537千円が旧玉山村のH15年度決算額790,629千円に対して431,908千円，54.63

％の増となっていることが影響している。

☆　全体事業費１億円以上の継続事業について振り返り評価を行い，15事業を休廃止した。 ◎

　　　表-１億円以上の大規模継続事業の見直し状況

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 計

検証事業 100事業 83事業 92事業 -

休廃止事業 5事業 4事業 6事業 15事業

終了事業 12事業 - 11事業 23事業

☆　平成19年３月に岩手県電子入札システム共同運用運営協議会（加入団体：県，盛岡市， ◎

　滝沢村）が設立され，平成20年度の電子入札導入に向け，検討を開始した。

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

改革の方向性

取組実績

15年度 16年度

取組みの成果・今
後の課題

○公共事業について，行政評価システムによる評価，見直しを行い，真に必要な事業を厳選する

とともに，事業費について平成15年度決算見込比で，平成16年度は40.61％，72億157万円，17年

度は37.64％，66億7,348万円，18年度は36.43％，64億5,901万円の削減を図り，概ね当初の目標

を達成した。地方交付税の大幅な削減等により，歳入に見合う適正な歳出規模とするため，厳しい

歳出削減を余儀なくされ，公共事業が計画どおり進捗しなかったことや，必ずしも市民のニーズに

十分応えられなかった面もあったが，危機的財政の建て直しに大きな成果をあげたところである。

○今後も公共事業については，行政評価システムの活用しながら真に必要な事業を厳選し，重点

化するとともに，事業費を市の「体力」に見合った水準とするよう取り組む。

17年度 18年度

＜平成15年度決算見込から40％程度削減した水準＞
　　　　16年度　　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　　18年度
削減額　72億157万円　　　　 削減額　66億7,348万円　　　削減額　64億5,901
万円

＜１億円以上の大規模継続事業の見直し＞
　　　　16年度　　　　　　　　　　　　　　17年度　　　　　　　　　　　　　　18年度
　　　５事業休廃止　　　　　　　　　　４事業休廃止　　　　　　　　　　６事業休廃
止

公共事業費の抑制

※事業費１億円以上の公共事業については，資料３のとおり。

（６）公共事業の見直し
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☆　公共部門の民間開放による雇用の創出，地域経済活性化等の観点から，官と民との役割分

　担や責任の確保策，効率性，サービス水準を検証しながら，民間でできることは民間に委ねる

　ことを原則として，積極的に民間委託を進める。

☆　同様の趣旨で，より質の高い効率的なサービスの実現を目指し，ＮＰＯを含む民間，地域住

　民との協働及び支援，ＰＦＩ事業の導入を推進する。

☆　公共施設で利用の低調なものについて，廃止又は管理運営主体の変更を含め今後の運営

　方法を見直す。併せて，公共施設を最大限有効に活用し市民の満足度を高める観点から，定

　休日や開業時間を見直す。

☆　公共施設の運営の見直しに当たっては，地方自治法の一部改正により「指定管理者制度」

　が創設され，民間法人による管理が可能となったことから，この制度を十分に活用する。

☆　民間委託可能とされた16業務について調査検討し，積極的に委託を推進した。 ◎

　・公用車運転業務，家庭系可燃ごみ収集業務，し尿処理施設管理運営業務，市立病院

　の医事業務及び学校給食搬送業務については順次委託を実施

　・愛宕山老人福祉センター管理運営業務，児童館（直営）管理運営業務，勤労福祉会館

　管理運営業務及び勤労青少年ホーム管理運営業務については指定管理者制へ移行

　・庁用電話業務（交換）及び総合窓口業務については，コスト面等から民間委託しない

　（非常勤職員対応）方針を決定

　・庁舎管理業務（守衛），ごみ焼却業務及び保育所管理運営業務については民間委託

　する方針を決定し工程を策定

☆　すべての事務事業を対象に民間委託可能性の再調査を実施し，民間提案等を取り入

　れながら事業の仕分けを行い，民間委託可能な業務について今後の方針及び工程を策

　定した。

☆　「ＮＰＯとの協働を進めるためのガイドライン」を平成16年９月27日に策定し，ＮＰＯ市民

 　協働フォーラムやＮＰＯ活動促進講座の開催，ＮＰＯ協働推進パイロット事業，公募型協

　 働推進事業及びＮＰＯネットワーク化推進事業を行った。

☆　次の取組みにより，公共施設の運営方法等の見直しを行った。

　・平成16年８月のパブリック・コメントを経て公共施設の運営方法等を検討・見直し

　・博物館の共通チケットの発行（平成17年４月～）

　・余熱利用健康増進センター及び観光文化交流館の休館日の変更及び外山森林公園の

　開園期間の延長等（平成18年４月～）

☆　次の取組みにより，公の施設について指定管理者制度を導入した。

　・「指定管理者制度導入に係る基本的考え方」を策定（平成16年11月１日）

　・「指定管理者候補者選定要領及び審査評価表」をに策定（平成17年５月30日）

　・指定管理者候補者選定審査を実施（平成17年８月から10月）

　・旧玉山村から引き継いだ施設を含め176施設の指定管理者を指定

　・平成18年４月１日に176の公の施設において指定管理者制度を導入し，同年８月１日に

　さらに１施設が移行

☆　ＰＦＩ導入基本方針を策定し事業推進体制を整備した。また，火葬場の整備について民

　間活力導入可能性調査業務委託を実施した。

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

◎

◎

◎

取組実績

改革の方向性

◎

（７）公共部門の民間委託とＮＰＯ，地域住民との協働の推進等
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取組みの成果・今
後の課題

○「民間にできることは民間に委ねる」を原則に積極的に民間委託やＮＰＯを含む民間，地域住民

との協働を進め，市民とともにつくり上げる質の高いサービスへの転換と行財政運営の効率化を

図ったところである。今後においては，工程管理と委託の受け手である民間からの委託可能業務

提案の定着が課題であり，引き続き取り組むこととしている。

○公の施設の指定管理者制への移行により，民間の創意工夫やノウハウを活かした利用者サー

ビスの向上が図られたとともに，人件費等の経費の削減を図ることができた。今後においても，第

二次行財政改革の取組みとして現在直営で管理運営している博物館施設，公民館，図書館等に

ついて，指定管理者制を視野に入れながら今後の管理運営のあり方について平成20年度までに

方針を決定することとしており，その工程管理を着実に行う必要がある。指定管理者制度に移行し

た施設の管理運営状況の評価及び利用者意見の管理運営への反映を図るため，第三者による

管理運営の監視評価を実施することとしている。

○ＰＦＩ事業については，積極的に導入を推進することとしていることから，導入検討の基準を満た

す事業について導入の検討を行う。

○民間，地域住民との協働を進めるうえでＮＰＯの存在意義が高まっていることを踏まえ，講座や

フォーラムの開催を通して広く職員や一般市民に対してＮＰＯの活動状況や協働についての情報

提供と周知をし，市民参画・協働についての理解と意欲の醸成に努めた。今後も「ＮＰＯとの協働を

進めるためのガイドライン」に基づき，ＮＰＯ市民協働フォーラムやＮＰＯ活動推進講座等事業の充

実に努め，行政情報の積極的な開示による情報の共有化を進める必要がある。

17年度 18年度

取組実績

15年度 16年度

民間委託の推進

市政への住民参
画・協働の推進

公共施設におけ
るＮＰＯを含む民
間，地域住民と
の協働の推進等

ＰＦＩ事業の導入

委託可能業務
可燃ごみ収集業
務等順次委託

委託可能性再調
査

「ＮＰＯとの協働を進
めるためのガイドライ
ン」を策定し，講座・
事業等を実施

公共施設の運営
方法等の検討・
見直し

基本的考え方を
策定

選定審査実施・
指定管理者を指
定

指定管理者制に
移行

基本方針を策定

 ※指定管理者制度移行施設については，資料４のとおり。

指定管理者制度
の整備・導入

導入検討
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※　ＮＰＯ

　　 営利を目的とせずに社会貢献活動を行う民間事業組織のことであり，特定非営利活動促進法に基づき法人格を与えられた

　特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）のほか，法人格のない市民活動団体，ボランティア団体などをいう。

　　 それぞれの団体の社会的使命（ミッション）にもとづいて様々な自主的・自発的活動を行っており，新たな公共サービスの担

　い手として社会的に重要な役割を期待されている。

※　ＰＦＩ

　　 民間の資金や経営能力及び技術的能力を積極的に活用して，公共施設等の建設，維持管理及び運営を行うことにより，効

　率的・効果的に社会資本を整備しようとする手法をいう。

　ＰＦＩ法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律）には，対象となる公共施設等として，

　　 ①　道路，鉄道，港湾，空港，河川，公園，水道，下水道，工業用水道等の公共施設

　　 ②　庁舎，宿舎等の公共施設

　　 ③　公営住宅及び教育文化施設，廃棄物処理施設，医療施設，社会福祉施設，更生保護施設，駐車場，地下街等の公益

　　　 的施設

　　 ④　情報通信施設，熱供給施設，新エネルギー施設，リサイクル施設（廃棄物処理施設を除く。），観光施設及び研究施設

　　 ⑤　その他これらに準ずる施設で政令で定めるもの

　が規定されている。

※　指定管理者制度

　　 体育施設や文化施設，集会所，福祉施設などの公共施設の管理運営に関する権限を，条例に基づいて指定された者に委

　任する制度をいう。

　　 平成15年６月の地方自治法の改正により制度化され，従来は，公共団体や財団法人などでなければ公共施設の管理運営

　を受託できなかったものが，民間事業者による管理運営もできることとなった。

　　民間事業者の有するノウハウやサービス提供能力を公共施設の管理運営に活かすとともに，競争原理を導入することによっ

　て，効果的・能率的な管理運営や住民サービスの向上を実現することを狙いとしている。

－17－



☆　事務事業の見直しや民間委託等の推進により，平成16年度から20年度の5年間で職員の定

　員を140人削減することとし，18年度までの取組期間内では85人（15年度定員（旧玉山村職員

　数を除く。）の3.5％）程度を削減する。

☆　給料表・昇給昇格運用の見直し，55歳昇給停止制度の導入，通勤手当・特殊勤務手当・期

　末勤勉手当の適正化を行う。

☆　職員給料を減額する措置を講ずる。

☆　旅費を適正化する。

☆　夏季休暇等特別休暇を適正化する。

☆　３年間の取組期間内で職員の定員85人程度削減の目標に対して，106人を削減した。

16年度 17年度 18年度

31人 41人 34人

☆　平成17年度に国・県と同様の給料表に改める改正等を行い，新給料表への移行及び

　調整措置を講ずるとともに，住居手当，通勤手当，寒冷地手当及び期末勤勉手当の加算

　措置の見直し，退職時特別昇給の廃止を実施した。

　また，平成18年度に特殊勤務手当の見直しを行った。

　 職員給料のラスパイレス指数（国100.0）は次のとおりである。

H15.4.1 H16.4.1 H17.4.1 H18.4.1

103.0 100.5 97.0 95.9

☆　平成17年度から18年度まで，給料の３％（技能労務職２％）相当を削減した。また，管理

　職手当の15％相当（16年度まで10％）を削減した。

☆　平成17年度から旅費の日当及び宿泊料を国の水準に合わせる改定を行った。 ◎

☆　平成17年度に夏季休暇，リフレッシュ休暇，子の看護の休暇及び育児時間の改正を行

　った。

　　平成18年度から退職時特別休暇を廃止した。

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

◎

◎

◎

◎

改革の方向性

取組実績 15年度 16年度 17年度 18年度

定員の削減 ３１人削減 ４１人削減 ３４人削減

職員給与の適正
化

給料表の改正・昇
給昇格運用の見
直し

各種手当の見直し

退職時特別昇給
の廃止

職員給料等の減
額

給料及び管理職手
当の減額

旅費の適正化
日当及び宿泊料
を改定

休暇制度の適正
化

特別休暇及び育
児時間等の改正

退職時特別休暇
の廃止

職員団体
との協議・
見 直 し 方
針の決定

（８）定員と職員給与等勤務条件の見直し
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※　ラスパイレス指数

　　 職員の給与水準を比較するために用いられる指数の一つで，国家公務員の給料総額を基準（100）として，比較される団体

　の学歴別，経験年数別の職員構成が国の職員構成と同一であると仮定した場合に計算上得られる給料総額を比較して得ら

　れる指数をいう。

取組みの成果・今
後の課題

　

○職員の定員削減，職員給与の適正化及び職員給料等の減額等の実施により，行政需要に見

合ったスリムで効率的な体制にするとともに，総人件費を約20億円抑制した。職員給料等の減額

は，職員に大きな影響を与えるものあったが，職員の協力により実施した。

○職員給与については，それまでの独自給料表を民間準拠に基づき作成されている国・県の給料

表と同じものへ改正したこと，昇給昇格運用を適正なものに見直したことにより，市民の理解が得

られるものとなった。

○職員の定員については，平成18年に策定した「第三次定員適正化計画」に基づき，適正化に取

組む。
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☆　「盛岡市人材育成基本方針」等に基づき，計画的な研修による職員の能力開発及び管理職

　のリーダーシップのもと職場の活性化を推進する。

☆　職員の意欲を引き出すとともに，職員の適性が生かされる人事システムを構築し，行政課題

　に迅速かつ柔軟に対応できる人材を確保する。

☆　「盛岡市人材育成基本方針」及び「職員研修実施等計画」等に基づき，計画的に研修

　を実施するとともに，研修の選択制，公募制の導入，コーチング研修等の職場の活性化

　支援及び民間との合同研修を実施した。

☆　人を活かす人事システム構築のため人事システム検討委員会を設置（平成17年8月

　4日）し，公募及び各部等の推薦した職員で構成する人事システム研究会へ調査・研究を

　付託し検討を実施。職員からに意見を募集した上で，「人を活かす人事システム」を決定

　した（平成19年3月28日）。

☆　岩手県との人事交流を実施するとともに，２次試験での集団討論やプレゼンテーション

　面接を行う等の採用試験方法の見直しを行った。

16年度 17年度 18年度

２名 ２名 ２名

２名 ２名 ３名

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

取組みの成果・今
後の課題

　

○研修への選択制，公募制の導入やコーチング研修等の職場の活性化支援等により，職員の能

力・資質に応じた研修制度を確立した。

○「人を活かす人事システム」の構築により，職員の仕事に対する意欲を高め，職員が自律的，主

体的に仕事や能力開発を行い，仕事上でその持てる能力を十分に発揮できる仕組みをつくること

ができた。

○集団討論やプレゼンテーション面接の実施等の採用試験方法の見直しや岩手県との人事交流

により，多様な人材の確保が図られた。

17年度 18年度

改革の方向性

取組実績

◎

◎

15年度 16年度

◎

　岩手県への出向

　岩手県からの転入

計画的な研修に
よる能力開発等

人事システムの構
築

多様な人材の確
保

能力開発研修
（選択制・公募
制）

職場の活性化支援（リーダーシップ・コーチ
ング研修，コミュニケーション機会の拡大）

民間との合同研修

人を活かす人事
システムの構築

県との人事交
流

採用試験方法
の見直し

人事システム検
討委員会設置・検
討

（９）人材育成の推進
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☆　行政評価の結果を公表する。

☆　総合文書管理システムの導入により，開示請求対象文書検索の迅速化を図るとともに，文書

　目録及び電子文書をインターネットで公開し，より一層の情報公開に努める。

☆　市政情報の公表及び提供等に関する指針を作成し，これに基づき積極的な情報提供を行う。

☆　現行のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ制度に加え，ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｲﾝﾎﾞﾙﾌﾞﾒﾝﾄ制度を導入する。

☆　監査委員制度を補完するため，平成16年度から外部監査制度（包括外部監査及び個別外部

　監査）を導入する。

　　また，監査委員制度についても，充実・強化に努める。

☆　総合文書管理システムを導入するため，ワーキンググループ等で調査検討を行い，そ

　の結果に基づき，システム構築等実施に向けて準備を進めた。

☆　平成16年４月９日「市政情報の公表及び提供等に関する指針」を策定し，積極的な行

　政情報の提供に努めた。

☆　「盛岡市パブリック・コメント実施要綱」を平成16年４月９日に，「盛岡市パブリック・イン

　ボルブメント実施要綱」を平成19年３月６日に策定した。

☆　「盛岡市外部監査契約に基づく監査に関する条例」を制定し，平成16年度から外部監

　査を実施した。

16年度

17年度

18年度

☆　定期監査の結果の報告及び公表について，これまで年度末に一括して行っていたもの

　を監査を実施した都度行うことに，決算審査意見書の提出時期を11月から８月にそれぞ

　れ変更した。また，ホームページを開設し，監査結果等を公表した。

※　行政評価結果の公表については，「１行政評価システムによる市政のマネジメント」に

　よる

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

◎

改革の方向性

取組実績

○

◎

◎

15年度 16年度

　監査対象

17年度 18年度

◎

 病院事業及び盛岡市社会福祉事業団

 水道事業，水道サービス公社及び都南自治振興公社

 下水道事業

行政評価結果の
公表

情報公開 総合文書管理シ
ステム導入調査

情報提供
指針の策定及び
運用

市民意見の反映 パブリック・コメン
ト制度の導入

パブリック・イン
ボルブメント制度
の導入

監査制度 監査委員制度の
充実

外部監査制度の
導入・実施

ホームページ
開設

（10）公正の確保と透明性の向上
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※　総合文書管理システム

　　 紙媒体を基本に処理されている全ての文書を対象に，収受，起案，決裁，保存，廃棄に至る処理を電子的に行う文書管理

　システム。このシステム構築により，事務の効率化が図られるとともに，行政文書のインターネット上での公開が可能となる。

※　パブリック・コメント

　　 重要な施策や計画などを策定する場合に，その原案などを公表し，広く住民の意見や情報を求め，提出された意見などを

　考慮，検討して決定していく仕組みをいう。

※　パブリック・インボルブメント

　　 直訳すれば「市民を巻き込むこと」となるが，都市計画や公共事業などの計画段階や事業段階において，住民がその計画

　等の相談に加わることをいう。

　　 行政は，その計画等に関する情報を明らかにし，住民と意見，情報を交換できる場を提供したり，質問を受ける方策を講じ

　たりしながら（住民自身も主体的に学習しながら），合意形成を図っていくこととなる。

※　外部監査制度

　　 平成９年６月の地方自治法の改正により，監査機能の専門性，独立性を一層充実させるとともに，住民の信頼をより高める

　ために導入されたものであり，公認会計士，弁護士などの資格を有する者が，外部監査契約に基づき監査を行う制度である。

　　 外部監査には，外部監査人が，監査委員が行う財務監査の中から特定の案件を選択して実施する包括外部監査と，住民

　や議会からの請求など，特定の場合に監査委員の監査に代えて外部監査人が監査する個別外部監査があり，前者の場合

　は，都道府県，政令指定都市及び中核市は必ず契約を締結，それ以外の市町村は条例で定めた場合に可能，また後者は，

　全ての普通地方公共団体で条例で定めた場合に可能とされている。

　　 従来の監査委員制度と相まって，監査機能全体の強化が図られる。

取組みの成果・今
後の課題

○総合文書管理システムの導入については，予算の関係から当初の平成18年度から遅れて，19

年度に一部の部署において運用を開始，20年度から本格運用となる予定であるが，これにより事

務の効率化と情報公開の一層の充実化が図られる。

○パブリック・コメント制度は多くの施策で実施され，市の政策形成過程における公正の確保と透

明性の向上が図られたとともに，多様な市民意見を反映した施策の構築に結びつき，市民参画と

いう大きな成果を得ている。パブリック・インボルブメント制度は，今後対象事業の選定を行うことと

なるが，より多くの意見が提出されるような環境の整備を図ることが課題である。

○ホームページによる監査結果の公表により，行財政運営についての市民に対する説明責任を

果たし，公正の確保と透明性の向上を図ることができた。

○包括外部監査については，市立病院の公営企業体移行による経営改善等大きな成果を得てお

り，行財政構造改革の推進に結びついている。
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☆　次の事項に取り組み，事務処理の効率化と市民サービス向上に努める。

　ア　申請・届出のオンライン化

　イ　各種証明書自動交付機の拡充

　ウ　公共施設予約システムの構築

　エ　福祉総合ネットワークの構築

　オ　市民電子会議室の運営

　カ　統合型ＧＩＳシステムの構築

☆　次の各事項に取組み，事務処理の効率化と市民サービスの向上に努めた。

　ア　申請・届出のオンライン化について，岩手県及び県内全市町村で組織する「岩手県電

　　子自治体協議会」に参加し，市町村が共同で利用するシステムの構築を協議，給与報

　　告等４手続きについて，実証試験を実施した。

　イ　住民票，印鑑証明書等の自動交付機の土曜日・日曜日の稼動拡充について推進し，

　　２ヵ所で土曜日・日曜日の稼動を実施したほか，１ヵ所で平日の稼働時間延長を行った。

　ウ　公共施設予約システムについては，導入に向けて調査・検討を行った。 ○

　エ　市のホームページ上で公共施設のバリアフリー情報を提供するとともに，「ホームペー

　　ジ作成指針」を策定し，ホームページのバリアフリー化を推進した。

　オ　盛岡市電子会議室を設置・運営し，その中に「行革のひろば」を開設した。 ◎

　カ　統合型ＧＩＳシステムについて，「統合型ＧＩＳ整備基本方針」に基づき基本設計を行い，

　　運用基盤システムを構築し，運用を開始した。

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

◎

○

◎

○

改革の方向性

17年度 18年度

取組実績

15年度 16年度

申請・届出のオン
ライン化

４項目の実証試験
を実施

盛岡駅西口サービ
スセンターで土日
稼動

調査・検討

ホームページで施設のバ
リアフリー情報を提供
ホームページのバリアフ
リー化を推進

電子会議室の・設
置運営

基本設計

各種証明書自動
交付機の拡充

統合型ＧＩＳシステ
ムの構築

市民電子会議室
の運営

福祉総合ネットワ
ークの構築

公共施設予約シス
テムの構築

青山支所で平日の
稼働時間延長及
び土日稼動

運用基盤システ
ム構築

運用を開始

（11）行政の情報化等行政サービスの向上
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※　福祉総合ネットワーク

　　 障害をもつ方や高齢者，あるいは引きこもりの子供たちなどの活動範囲を広げるため，ＩＴを活用した施策，事業展開を図る

　ものであり，具体的には，障害をもつ方等が安心して外出できるよう，バリアフリーマップをインターネット上で公開し，最新情

　報に逐次更新したり，福祉団体がホームページを開設し，市民がネットワーク上でボランティア等に相談したり情報を受け取っ

　たりできるような仕組みを整備するもの。

※　市民電子会議室

　　 24時間，双方向での情報交流を可能とするインターネットの特徴を活かし，市政への市民意見の反映，市民参画型の行政

　運営を実現するため，市のホームページにまちづくりや環境問題など特定のテーマを持った市民電子会議室を設けるもの。

　

※　統合型ＧＩＳシステム

　　 これまで，各部局ごとに整備していたＧＩＳ（Geographic Information System，地理情報システム）を，今後は，各部局で共

　用可能な空間データを整備し，個別部局において必要なデータを重ね合わせて利用するシステムにするもの。これにより，市

　民や企業への情報提供や情報の共有化への拡大を図るとともに，全体的なコストの低減を図ることができる。

取組みの成果・今
後の課題

○各種証明書自動交付機の土曜日・日曜日稼動等の拡充により利便性が向上した。

○市民電子会議室は運用を開始しているものの，参加者がほとんどなく利用が低調であることか

ら，市民へのＰＲ等に工夫が必要であり，参加者の増加による活発な利用が今後の課題である。

○申請・届出のオンライン化，公共施設予約システム及び福祉総合ネットワークについては，一部

実施済みまたは準備段階であり，今後も事務事業の効率化・改善として引き続き取り組むこととし

ているが，工程管理は「第二次盛岡市情報化基本計画」の中で行う。
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☆　行財政構造改革実施計画を策定し，その着実な実施を図る。

☆　平成16年度中に県知事への合併申請ができるよう，関係町村との協議等を進める。

☆　平成18年１月10日に盛岡市と玉山村との合併を施行した。

　≪合併までの経緯≫

　【H16年度】　・盛岡市，矢巾町及び玉山村との盛岡地域任意合併

　　　協議会の設置(H16.3.23）及び協議（H16.3月～8月，8回）

 　　・市町村合併懇談会の開催 (H16.9月）　　13会場

　　○盛岡市・玉山村合併協議会の設置（Ｈ16.11.24）及び協議（Ｈ16.11月～

　　　Ｈ17.3月，7回）　　　　・合併懇談会の開催 (H17.2～3月）　14会場

 　　・合併協定書の調印 （H17.3.12）　　　　・市村議会の議決 （H17.3.15）

 　　・県知事への合併申請 (H17.3.24）　

　【H17年度】　・県議会の議決，県知事の決定 （H17.7.4)

　　 ・総務大臣の告示 （H17.7.21）

  　 ・盛岡市・玉山村合併協議会の開催 （H17.8.8，11.26)　

　　 ・盛岡市・玉山村の合併施行（H18.1.10）

（凡例）　　計画に対する達成状況　　◎：達成済み　　○：実施進行中・調査検討・手続き中　　△：未達成

改革の方向性

取組実績

15年度 16年度

◎

取組みの成果・今
後の課題

○玉山村との合併により，自立性の高い都市の実現に向け，より総合的な行政展開が可能となる

中核市への移行，行財政運営の効率化と財政基盤の強化，地域の人材や観光，産業，伝統文化

等の資源の活用により，多くの人を引き付ける魅了あるまちづくりに道筋をつけることができた。

○今後も盛岡広域圏の一体的な発展により「北東北をリードし，要となる拠点都市」にふさわしい

新県都を創造するため，広域的連携や行政課題への共同の取組みを進め，日常生活圏と行政区

域の一致に向け，広域合併の推進に引き続き取組む必要がある。

17年度 18年度

◎隣接５町村へ任意協議
 　会への参加申入れ
◎任意協議会の設置及
　 び協議

　【上半期】
　
　◎任意協議会における
　　 協議
　◎市町村合併懇談会を
　　 開催

　【下半期】

　◎法定協議会の設置
　　 及び協議
　◎合併懇談会を開催
　◎合併の調印
　◎市町村議会の議決
　◎県知事への合併申請

　

　◎県議会の議決，県知
　　 事の決定
　◎総務大臣の告示
　◎合併協議会における
　　 協議

任意合併協議
会

設　　置

法定合併協議
会

設　　置

盛岡市・玉山
村

合　併　施　行

広域連携の推進

（12）広域連携の推進
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１ 計画策定時における財政見通し 

  平成 15年 12月の財政見通しでは，平成 16年度から 18年度の３ヵ年で，約 115億円の財源

不足が見込まれましたが，国は，平成 16 年度の予算編成において，地方財政計画の大幅な圧縮

を図り，地方交付税・臨時財政対策債合計で平成 15年度比 12％の削減を行いました。  

  これを踏まえて本市の財政見通しを見直したところ，財源不足額（一般財源ベース）は，平成

16年度から 18年度までで，12月見通しの約 115億円に三位一体改革の影響額約 39億円が加わ

り，約 154 億円と見込まれ，財政環境はさらに厳しさを増しました。 

  また，平成 18 年 3 月の見通しでは，主として扶助費等の義務的経費の増加などにより財源不

足はさらに約 16億円ほど増加し，総額では約 170億円に達する見込みとなりました。 

 

 【財源不足額】（一般財源ベース） 

 

 

 

 

 

２ 財源不足解消方策及び改革後の結果 

  上記の財源不足額解消のための方策及び改革後の結果は，次のとおりです。 

   

① 歳入の確保策 

株式売却（出資引上）については，売却計画年度よりも早く着手し，３年間で約６億円を売

却し財源確保に努めました。 

② 歳出の削減 

職員数の削減については，計画の 85人を上回る 106人を削減した結果，３年間で約 11億円

の人件費を節減しました。 

   職員給与等の適正化・削減については，給料表，昇格昇給運用を見直すとともに，平成 17

年度から 2 年間職員給料を３％（技能労務職２％）相当を減額し，３年間で約 10 億円の人件

費を削減しました。 

   公共事業の削減については，平成 16 年度に計画額より大きく削減し，そのレベルを維持す

ることにより，３年間で約 119億円を節約しました。 

事務事業費等の削減については，経常的経費を見直し削減努力を行った結果，約 47 億円を

節減しました。 

別紙１ 財政の見通しと実績比較 
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【財源不足の解消の状況】（一般財源ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成 16 年度以降の取組み状況 

① 平成 16年度 

歳入では，地方税が伸び悩む中，地方譲与税，各種交付金が増えたものの，地方交付税が前年度

よりも 12億円，9.5％の減になる等歳入全体では，前年度比 7.1％の大幅な減となりました。 

歳出では，扶助費の増（前年度比 7.2％増），介護保険費特別会計，老人保健費特別会計への繰出

金が増となりましたが，行財政構造改革による職員数の削減による人件費の削減，投資的経費の削

減（前年度比 34％減）等に取り組む等歳出削減に努めました。 
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② 平成 17年度 

 市税等の収納率の徴収対策等の強化が徐々に効果をあげ，地方税が前年度よりも 4 億 7 千万円

（1.2％）の増となりました。 

歳出では，大雪のため除排雪経費が大幅に増となり（前年度より 12億円増），国庫支出金と特別

交付税で措置されたものの，不足分は基金から取り崩して対応しました。 

 また，廃棄物処分場整備事業の年次計画のピークを迎えたこと，合併による準備経費が増となっ

たことにより投資的経費が増えましたが，引き続き人件費の削減，投資的経費の削減に取り組み財

源を確保しました。 

（平成 17 年度途中に，旧玉山村と合併したため，前年度の決算額は旧玉山村含みで比較していま

す。） 

 

③ 平成 18年度 

 地方税は徴収対策の強化により，前年度よりも７億円，1.8％の増となりましたが，地方交付税が

９億９千万円（6.7％減）の減となる厳しい状況のなか，扶助費の増（７億円）に対応するため，他

の経費のより一層の節減を求められました。 

人件費は，退職者増による退職手当の増（２億８千万円増）があったものの，職員定数減による

効果額（３億７千万円減）と行財政構造改革の効果も現れ，新市建設計画の推進も既存事業の見直

しによる財源確保で対応する等努力しました。  

しかし，岩手競馬経営改善推進資金貸付基金造成のため，地方債と基金からの繰入等で対応した

ため，市債発行額（臨時財政対策債を除く）が歳入総額の８％を超える結果となり，また，基金残

高も前年度より 17億５千万円減りました。 

 

 

４ 平成 19 年度以降に向けて 

 平成 19 年度から税源移譲により地方税の配分が多くなった反面，地方譲与税，地方特例交付金

が削減される見込みとなっています。このことから，より一層，市税等の徴収対策の強化に取り組

み，税収の確保に努めていく必要があります。 

また，合併による新市建設計画や総合計画を推進するためには，新たな財源確保も必要であり，

そのため，既存の事業を見直し，さらなる節減により財源を確保する必要があります。 

今後，各年度の予算編成においては，景気動向や地方財政計画等を踏まえ，歳入歳出を的確に見

積もるとともに，一層の財源確保と歳出削減により，健全な財政運営を目指します。 
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１　公用車運転業務
17年度 18年度

17年度 18年度

３　庁用電話業務（交換）　（管財課）
17年度 18年度

４　総合窓口業務　（広聴広報課）
17年度 18年度

行革方針工程表

16年度

取組結果
　運転技士の退職者不補充を基本とし，家庭系可燃ごみ収集業務等を含めた運転業務全体
で運転技士の配置等の調整を図りながら順次委託を進めた。平成16年度に7名，17年度に5
名，18年度に6名の定数削減につながった。（19年度は3名削減）

２　庁舎管理業務（守衛）　（管財課）

行革方針工程表

16年度

取組結果

　調査検討を経て，平成17年度に「委託」の方針を決定。平成18年度には関係者との調整等
を行った。
　平成19年度に一部委託を実施し（定数4名削減）検証を行うとともに一括委託に向けた準備
を進め，平成20年度から一括委託を実施することとしている。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　調査検討の結果，現行の正職員対応分について非常勤職員対応とすることにより，委託し
た場合よりもコストが大幅に削減されることから，平成17年度に「委託しない（非常勤職員化）」
方針を決定。平成18年度に関係団体との協議等を行った。
　平成19年度に1名，平成20年度に1名，非常勤化することとしている。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　調査検討の結果，現時点ではコスト面，サービス面ともに現行の非常勤職員体制が優位で
あることから，平成17年度に「委託しない（非常勤職員対応）」方針を決定。
　方針では，平成21年度までは現行体制を維持し，平成21年度に再度検討・方針決定を行う
こととしている。

順次民間委託

一部非常勤化

方針決定 方針に沿って措置民間委託調査検討

方針決定 方針に沿って措置民間委託調査検討

方針決定 方針に沿って措置民間委託調査検討

別紙２　民間委託可能16業務の取組結果
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５　家庭系可燃ごみ収集業務　（清掃業務課）
17年度 18年度

６　ごみ焼却業務　（クリーンセンター）
17年度 18年度

７　し尿処理施設管理運営業務　（盛岡地区衛生処理組合）
17年度 18年度

８　愛宕山老人福祉センター管理運営業務（介護高齢福祉課）
17年度 18年度

９　児童館（直営）管理運営業務　（児童福祉課）
17年度 18年度

行革方針工程表

16年度

取組結果

　運転技士の退職者不補充を基本に，運転業務全体で運転技士の配置等の調整を図りなが
ら順次委託を進めた。
　これまでに委託対象全36台のうち，平成14年度に2台分，15年度に2台分，16年度に3台
分，平成17年度に2台分，平成18年度に2台分，計11台分を委託した。平成19年度以降も計
画的に委託を実施することとしている。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　これまでの調査検討を経て，平成17年度に「委託」の方針を決定。
　方針では，退職者不補充を基本に段階的に班単位で委託範囲を拡大し，最終段階では全
5班体制のうち，運転管理監督を兼ねた1班を除いた4班を委託することとしている。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　平成16年度に「委託」の方針を決定。
　方針どおり，盛岡処理センターと滝沢処理センターとを一元化すると同時に平成17年10月
から委託に移行済み。（定数8名削減）

行革方針工程表

16年度

取組結果 　平成16年7月1日より指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　直営３施設のうち，１施設を公募，２施設を非公募により指定管理者を指定することとし，平
成17年8月から10月にかけて，公募及び非公募の指定管理者候補者の審査を実施。17年12
月議会で議決を得た。18年4月より指定管理者制へ移行済み。

方針決定 方針に沿って措置民間委託調査検討

方針に沿って措置方針決定・関係機関調整等

公募・指定等

指定管理者制（７月～）

方針・仕様決定

条例整備・方針等公表 公募・審査・指定等 指定管理者制

順次民間委託
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10　保育所管理運営業務　（児童福祉課）
17年度 18年度

11　医事業務　（市立病院）
17年度 18年度

12　勤労福祉会館管理運営業務　（雇用労政課）
17年度 18年度

13　勤労青少年ホーム管理運営業務　（雇用労政課）
17年度 18年度

行革方針工程表

16年度

取組結果

　平成16年9月に設置した「盛岡市公立保育園のあり方を考える検討委員会」（委員7名，全4
回開催）の意見のほか，保育を取り巻く現状等を踏まえて総合的に検討を行い，平成17年度
に「委託（民営化）」の方針を決定。
　この方針に基づき平成18年8月に「盛岡市立保育所民営化計画」及び「第一次民営化実施
計画（平成18年度～平成22年度）」を策定し，公表を行った。平成19年度から，第一次民営化
実施計画に基づき津志田保育園の引継保育を実施している。また，なかの保育園について
は，平成19年度に移管先法人を決定した。なお，第二次民営化実施計画（平成23年度～平
成27年度）は，平成21年度に策定し，公表する。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　平成16年度時点で既に大部分の医事業務は委託しており，平成17年度も残る業務につい
て可能かつ有効な範囲で委託範囲を拡大した。
　また，平成17年度途中の電子カルテ導入に伴い，医事業務を含む病院関連業務全般につ
いての委託業務再編を実施した。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　平成17年9月に指定管理者の公募審査を実施。17年12月議会で議決を得た。18年4月より
指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　仙北ホームの平成18年4月統合について，16年12月議会で条例改正。統合した中央通勤
労青少年ホームについては，17年9月に指定管理者の公募審査を実施。17年12月議会で議
決を得た。18年4月より指定管理者制へ移行済み。

方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置
「公立保育所のあり方を
考える検討委員会」
立上げ・調査・検討

方針・仕様決定

条例整備・方針等公表 公募・審査・指定等 指定管理者制

方針・仕様決定

条例整備・方針等公表 公募・審査・指定等 指定管理者制

条例整備 統合・仙北ホーム２施設統合準備

委託民間委託調査検討・
方針決定・諸準備
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14　博物館施設管理運営業務　（文化課）
17年度 18年度

15　学校給食調理業務　（学校管理課，都南学校給食共同調理場）
17年度 18年度

16　学校給食搬送・ボイラー業務　（都南学校給食共同調理場）
17年度 18年度

行革方針工程表

16年度

取組結果

　・博物館施設の指定管理者制については，現行法内で適用可能であるとの文部科学省の
解釈が示されたことから，移行の可否について検討したが取組期間内で方針決定に至らな
かったことから，利用者の意見を聴取するなどし，19年度に方針決定することとした。
　・博物館連携については，６館（中央公民館郷土資料室，原敬記念館，子ども科学館，先人
記念館，盛岡てがみ館，遺跡の学び館）の共通チケットを導入した（平成17年4月1日施行）。
また，市内の美術館・博物館に関する情報を一覧的に集約し，その利用を促進するため，小
学校高学年の児童に配布する印刷物｢もりおかミュージアムガイド｣を作成した。
　・市民協働事業については，子ども科学館では市民との協働により｢親子でつくる宙（そら）
のうた事業｣を，先人記念館ではボランティアを募集してシリーズ講座やワークショップ運営活
動を，都南歴史民俗資料館では市民が収集しているブリキ玩具資料の展示や老人クラブと協
働による小学校での「移動歴史民俗資料館」をそれぞれ実施した。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　調査検討の結果，平成17年度に搬送業務について「委託」の方針を決定。平成18年度から
一括委託した。
　なお，ボイラー業務は，調理業務と一体で委託することが合理的であることから，15の学校給
食調理業務と併せて「調査検討継続」としている。

取組結果

　方針の決定にあたっては，試行を通して保護者等の意見を把握するとともに，安全性や教
育効果への影響を検証していく必要があることから，平成17年度時点では「調査検討継続（試
行実施）」とした。
　平成18年度は試行に向けて，試行予定校で教職員や保護者を対象に説明会を行なった
が，調理業務を委託することについて十分な理解が得られていない状況であることから，試行
実施は平成20年度に繰り延べすることとした。
　平成20年度に関係者意見聴取・諸課題調査検討・試行の検証結果を踏まえて方針を決定
し，平成21年度から方針に沿って措置することとしている。

行革方針工程表

16年度

指定管理者制移行の可否・方針の検討

博物館連携，学校教育と
の連携・市民との協働事
業の企画・検討

順次実施

法令整備の動向把握

委託方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置検討組織の立上げ・
調査・検討

方針決定 方針に沿って措置民間委託調査検討

方針決定
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１　当面直営を維持する施設

　（１）原敬記念館・先人記念館・子ども科学館・都南歴史民俗資料館（文化課）
　　　　※「民間委託可能16業務」（P33）に掲載

　（２）公民館・図書館・少年自然の家（生涯学習スポーツ課）
17年度 18年度

　（３）火葬場（市民登録課）
17年度 18年度

　　　　※「民間委託可能16業務」（P32）に掲載

17年度 18年度

行革方針工程表

16年度

取組結果

　・定期的に開催される園長会議において，市立３園長と教委担当者で，あらゆる選択肢を視
野に入れた勉強会を開催。18年度から19年度にかけて，市の幼児教育のあり方に関する総
合的な研究・協議を行い，20年度までに市立幼稚園の今後の方向性を定め，21年度以降，
措置することとした。

取組結果

　・平成17年4月から開業日を拡大した（年間開業日数305日→335日）。
　・新市建設計画の主要事業に「火葬場･斎場整備事業」が位置付けられ，火葬場の整備が
図られることとなったが，新施設の管理運営方法は，指定管理者制への移行を前提に検討を
進めるることとし，平成18年度に策定した「盛岡市火葬場整備基本構想」で方向性を示した。
　・新火葬場の整備に向けて，施設の整備及び管理運営等に係る民活手法導入の可能性に
ついて検討するため，平成18年度に「民活手法導入可能性調査業務委託」を実施した。今後
は，この調査結果を踏まえ，整備手法を決定する必要がある。

　（４）市立病院（医事課）

　（５）市立幼稚園（学校管理課）

取組結果

　・公民館・図書館の指定管理者制については，現行法内で適用可能であるとの文部科学省
の解釈が示されたことから，移行の可否について検討したが取組期間内で方針決定に至らな
かったことから，利用者の意見を聴取するなどし，20年度に方針決定することとした。
　・市民との協働事業については，継続事業として，婦人ボランティア野の花会との協働により
「なでしこ幼児家庭教育学級」（中央公民館），盛岡市少年指導員連絡協議会との協働により
「子ども会リーダー研修会」（区界高原少年自然の家）を実施した。新規事業としては，岩手大
学との連携により「公民館講座講師派遣」（各公民館），地域の方々との協働により｢子どもの
居場所づくり事業｣（中央公民館，上田公民館，西部公民館，乙部地区公民館）を実施した。

行革方針工程表

16年度

行革方針工程表

16年度

指定管理者制移行の可否・方針の検討

市民との協働事業の企画・検討・実施等

法令整備の動向把握

管理運営体制の課題
の整理・検討

管理運営体
制の決定

直営継続

指定管理者
制移行準備

一部委託

再編等検討 方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

方針決定指定管理者制移行の可否・方針の検討

市民との協働事業の企画・検討・実施等

法令整備の動向把握

管理運営体制の課題
の整理・検討

管理運営体
制の決定

直営継続

指定管理者
制移行準備

一部委託

再編等検討 方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

方針決定

別紙３　公共施設の管理運営方法等の見直し結果
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　　　　※「民間委託可能16業務」（P32）に掲載

　（７）市営住宅・改良住宅・コミュニティ住宅（建築住宅課）
17年度 18年度

　（８）中央卸売市場
17年度 18年度

　（９）渋民文化会館・好摩体育館（生涯学習スポーツ課）
17年度 18年度

　（10）渋民勤労者研修センター・玉山健康増進センター・玉山生活改善センター・就業改善センター
（産業振興課）

17年度 18年度

取組結果

・渋民勤労者研修センターの管理運営体制については，関係機関との調整を行い，19年度
に方針決定することとした。
・玉山健康増進センター・玉山生活改善センター・就業改善センターの管理運営体制につい
ては，公民館・出張所のあり方の検討を踏まえ，20年度に方針決定することとした。

取組結果

　・渋民文化会館の管理運営体制の課題等について検討したが，取組期間内で方針決定に
至らなかったことから，利用者の意見を聴取するなどし，19年度に方針決定することとした。
・好摩体育館の管理運営体制については，併設する公民館，出張所のあり方の検討を踏ま
え，20年度に方針決定することとした。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　・経営の安定化が急務であり，市が一元的に管理運営することが必要であることから，当面
直営を維持することとした。

行革方針工程表

16年度

取組結果
・市営住宅（市営住宅，改良住宅，コミュニティ住宅）の管理運営について，平成20年４月
の指定管理者制への移行について方針を決定し，19年３月議会で関係条例を改正した。

行革方針工程表

16年度

　（６）保育所（児童福祉課）

行革方針工程表

16年度

市営住宅，改良住宅の周
回点検・入居申込受付業
務委託検討

（コミュニティ住宅）
指定管理者制に移行

方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

委託の場合

管理運営体制の課題の整理・検討
指定管理者制移行の可否・方針の検討 方針決定 方針に沿って措置

方針決定

管理運営体制の課題の整
理・検討
指定管理者制移行の可否・

方針の検討

方針決定

管理運営体制の課題の整
理・検討
指定管理者制移行の可

否・方針の検討

市営住宅，改良住宅の周
回点検・入居申込受付業
務委託検討

（コミュニティ住宅）
指定管理者制に移行

方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

委託の場合

管理運営体制の課題の整理・検討
指定管理者制移行の可否・方針の検討 方針決定 方針に沿って措置

方針決定

管理運営体制の課題の整
理・検討
指定管理者制移行の可否・

方針の検討

方針決定

管理運営体制の課題の整
理・検討
指定管理者制移行の可

否・方針の検討
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２　直営から指定管理者制へ移行する施設

　（１）各施設共通
17年度 18年度

　（２）働く婦人の家（男女参画国際課）
17年度 18年度

　（３）　愛宕山老人福祉センター（介護高齢福祉課）
17年度 18年度

　（４）　勤労青少年ホーム（雇用労政課）
17年度 18年度

取組結果
　・仙北ホームの平成18年4月廃止について，平成16年12月議会で条例改正。旧仙北ホーム
の建物の一部は，平成18年4月1日より仙北地区活動センターとして活用している。

取組結果 　・平成16年7月1日より指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　・平成17年3月議会で統合に係る条例改正。17年4月1日より統合し「もりおか女性
センター」に改称し，18年４月より指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　・平成17年8月から10月にかけて，公募及び非公募の指定管理者候補者の審査を実施。17
年12月議会で議決を得た。18年4月より指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

行革方針工程表

16年度

方針・仕様決定
条例整備
方針等公表

公
募

指定
審
査

協定締結

指定管理者制

女性センターと統合準備

条例整備

統合

公募・指定等 指定管理者制（16年7月～）

２施設統合準備 条例整備 統合

方針・仕様決定
条例整備
方針等公表

公
募

指定
審
査

協定締結

指定管理者制

女性センターと統合準備

条例整備

統合

公募・指定等 指定管理者制（16年7月～）

２施設統合準備 条例整備 統合
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　（５）　牧野（区界・岩神・山谷川目牧場，姫神実験牧場）・盛岡城跡公園（岩手公園）・体育館（都南）
（農政課，公園みどり課，［玉山］産業振興課，生涯学習スポーツ課）

17年度 18年度

　（６）　農業構造改善センター（飯岡・乙部）（農政課）
17年度 18年度

　（７）　体育館（飯岡・乙部）（生涯学習スポーツ課）
17年度 18年度

取組結果 　・併設する公民館，出張所のあり方の検討を踏まえ，20年度に方針決定することとした。

取組結果 　・併設する公民館，出張所のあり方の検討を踏まえ，20年度に方針決定することとした。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　・区界牧野，岩神牧野は，平成17年度において公募を行ったが申請者がなかったもの。
　・山谷川目牧場，姫神実験牧場は，旧玉山村において指定管理者の受け手がないことから
直営の維持を判断したもの。
　・盛岡城跡公園（岩手公園），都南体育館は，17年度において公募を行ったが不調に終
わったもの。
　・これらの施設について18年度に再度公募を行い，申請のあった盛岡城跡公園（岩手公
園），都南体育館について選定審査を行い，19年度から指定管理者制へ移行した。牧野に
ついては申請がなかったことから，仕様を見直すととも再公募時期について検討することとし
た。

行革方針工程表

16年度

行革方針工程表

16年度

審
査

公
募

指
定

協
定
締
結

公民館・体育館と
の管理一体化の
検討・決定

条例
整備

公民館・農業構造改善センター
との管理一体化の検討・決定

仕
様
公
表

審
査

公
募

指
定

協
定
締
結

公民館・体育館と
の管理一体化の
検討・決定

条例
整備

公民館・農業構造改善センター
との管理一体化の検討・決定

仕
様
公
表
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３　管理運営委託から指定管理者制へ移行

　（１）　各施設共通
17年度 18年度

　（２）　生活改善センター・地区振興センター（農政課）
17年度 18年度

　（３）　自転車駐車場（道路管理課）
17年度 18年度

　（４）　〔都南〕サイクリングターミナル（雇用労政課）
17年度 18年度

取組結果
　・(財)盛岡市都南自治振興公社を譲渡先として条件等について協議したが，整わず，指定
管理者制の移行に方針変更。平成17年度中に，審査，指定議決等の手続きを踏み，18年4
月1日より指定管理者制へ移行済み。

取組結果

　・検討の結果，現行の使用料を維持することとした。
　　無料化し，使用料徴収のための人員を削減することにより，住民サービスの向上と経費の
節減が見込まれたが，保安上の理由等から人員の削減は困難との結論に至った。
　・平成18年4月より指定管理者制へ移行済み。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　・当該施設については，指定管理者制への移行以前から地元町内会に無料で管理を委託
しており，良好な管理実績があることから，現行どおり地元での管理を継続するということで，
平成１8年4月1日より指定管理者制へ移行済み。なお，譲渡については，施設の設置場所が
山間部で世帯数が少ないため，修繕費用等の負担が難しいことから，不可能と判断される。

行革方針工程表

16年度

取組結果

　・平成17年8月から10月にかけて，公募及び非公募の指定管理者候補者の審査を実施。17
年12月議会で議決を得た。18年4月より指定管理者制移行済み。
　・老人デイサービスセンター（月が丘，盛岡駅西口，仙北）については，平成18年4月より社
会福祉法人へ無償貸与した。【民営化】

行革方針工程表

16年度

行革方針工程表

16年度

方針・仕様決定
条例整備
方針等公表

公
募

指定
審
査

協定締結

指定管理者制

地元への（無償）譲渡又は貸
付の可否・方針の検討 方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

適否を含め無料化
の検討 措置

譲渡・民営化に向
けての検討 指定管理者制

指定管理者制
に方針変更

審査

指定 協定締結

方針・仕様決定
条例整備
方針等公表

公
募

指定
審
査

協定締結

指定管理者制

地元への（無償）譲渡又は貸
付の可否・方針の検討 方針決定・関係機関調整等 方針に沿って措置

適否を含め無料化
の検討 措置

譲渡・民営化に向
けての検討 指定管理者制

指定管理者制
に方針変更

審査

指定 協定締結
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4　民営化，統合又は廃止の方向で具体的検討を進める施設
　（１）　有線テレビジョン放送施設（テレビ都南）

17年度 18年度

　（２）　（大ケ生）ふるさと学習センター（生涯学習スポーツ課）
17年度 18年度

　（３）　市立仙北プール・市立仙北相撲場（生涯学習スポーツ課）
17年度 18年度

　（４）　巻堀小学校・姫神小学校の統合等
17年度 18年度

取組状況 　・姫神小学校を廃止する条例を平成18年3月議会に提案し，議決された。

取組結果 　・平成17年12月議会において条例を改正し，仙北プール，仙北相撲場ともに廃止した。

行革方針工程表

16年度

取組結果
　・当面の措置として，平成18年8月より，現在管理運営を委託している地元団体を指定管理
者として，指定管理者制へ移行済み。今後とも譲渡・貸付けに向けて，地元との協議を継続し
ていく。

行革方針工程表

16年度

取組結果

・テレビ都南のデジタル化への対応と老朽化している伝送路の更新を行うためには多額の整
備費用が見込まれるが，有線テレビ放送事業には毎年多額の一般財源を投入しており，今
後の投資や一般財源の投入継続は困難な状況にある。
・岩手ケーブルテレビジョン㈱との一本化については，事業者との協議の結果，その可能性が
なくなった。
・このようなことから，テレビ都南のデジタル化を断念し，平成23年７月のアナログ放送終了を
もって施設を廃止する。
・平成19年度から事業終了までの施設管理は，サービスの向上と効率的な施設運営のため，
指定管理者制度を導入する。

行革方針工程表

16年度

行革方針工程表

16年度

一本化のための課題整理・検討
岩手ケーブルテレビジョン㈱との協議

指定管理者制指定管理者制移行の可否・方針の検討，関係機関協議

地元協議・方針決定 条例等条件整備

条例整備 統合

地元への譲渡又
は貸付もしくは
指定管理者制の
方針決定

方針に沿っ

て措置

地元・利用者等との協
議，廃止後の施設，跡地
活用策等検討

条例等条件整備

廃止

姫神小廃止後の施設利用
の地元協議・方針決定

一本化のための課題整理・検討
岩手ケーブルテレビジョン㈱との協議

指定管理者制指定管理者制移行の可否・方針の検討，関係機関協議

地元協議・方針決定 条例等条件整備

条例整備 統合

地元への譲渡又
は貸付もしくは
指定管理者制の
方針決定

方針に沿っ

て措置

地元・利用者等との協
議，廃止後の施設，跡地
活用策等検討

条例等条件整備

廃止

姫神小廃止後の施設利用
の地元協議・方針決定
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(3)やや長期の検討が必要であるが趣旨に沿って検討

(4)今後検討

○１班　（テーマ）ひとづくり～人事評価制度の導入

　　･・・・・(4)　人事システム委員会で制度設計を行うが，必要に応じ提言内容を参考にする。

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

　

ヒアリング

備　考

１８年度１７年度

・人事システム検討委員会の設置（H17.8.4）

１９年度

取組結果

　「人を活かす人事システム」を検討する中で，提言内容も参考にしながら，人事評価制度につい
て制度設計を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課　：　職員課

①　人事評価制度の導入及び評価結果の有効的活用方策

　　○任用（昇任・降任），適任配置(人事異動)，能力開発(人材育成)，給与への反映
提言内容

(2)提言の趣旨を生かせるよう措置

※取組みの方向性 (1)提言どおり措置

(5)実現困難又は必要性がない

取組みの方向性 ①　人事評価制度の導入及び評価結果の有効的活用方策

取組工程表

担当課による検討

提言(3月)

人事システム検討委員会担当課による検討

提言(3月)

人事システム検討委員会

別紙４　職員自主研究グループ「10Cサークル」の提言に対する取組結果
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○２班　(テーマ）補助金の見直し

①　補助金を一旦白紙に戻す・・・・・(3)やや長期の検討が必要であるが趣旨に沿って検討

②　第三者機関の設置・・・・・(1)提言どおり措置

③　公募制の導入・・・・・(4)今後検討・現在の財政状況下では困難

④　サンセット方式の導入・・・・・(2)提言の趣旨を生かせるよう措置

⑤　審査基準，チェックリスト等の作成・・・・・（2)提言の趣旨を生かせるよう措置

⑥　情報公開の実施・・・・・(1)提言どおり措置

⑦　団体運営費補助から事業費補助への見直し・・・・・(4)今後検討

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

　②　第三者機関の設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課　：　行財政改革推進課

③　公募制の導入　　　　④　サンセット方式の導入

１７年度 １８年度
１９年度

取組みの方向性

提言内容

①　補助金を一旦白紙に戻す　　　　②　第三者機関の設置

⑤　審査基準，チェックリスト等の作成　　　　⑥　情報公開の実施

⑦　団体運営費補助から事業費補助への見直し

備　考
・盛岡市行財政構造改革推進委員会行政評価部会の研修会（Ｈ17.6.27）

取組結果

②・⑤・⑥
　 18年度にすべての補助金を対象に，目的や効果，市の関与の必要性等について評価基準を
　定め，補助金の今後の方向性について評価シートを作成し庁内評価を実施するとともに，客
　観性，透明性を高めるため，市民及び有識者からなる盛岡市行財政構造改革推進会議行政
　評価部会による第三者評価を実施した。また，評価結果に対する補助金見直しの措置計画を
　策定し，評価結果と合わせ公表した。

取組工程表

提言（12月）

グループ
と担当課
との協議

①③④
⑤⑥⑦
方針決
定

方針に沿って庁
内評価の実施

盛岡市行財政構造
改革推進会議行政
評価部会との打合せ

方針に沿って第三者機
関による評価の実施

平
成
19
年
度
当
初
予
算
に
反
映

行
財
政
構
造
改
革
推
進
本
部

提言（12月）

グループ
と担当課
との協議

①③④
⑤⑥⑦
方針決
定

方針に沿って庁
内評価の実施

方針に沿って第三者機
関による評価の実施

平
成
19
年
度
当
初
予
算
に
反
映

行
財
政
構
造
改
革
推
進
本
部
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○３班　(テーマ）行政経営(効率化）～財務会計システムの改善

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

提言内容

①　支出負担行為兼支出命令の拡大　　　　②　電気料金等の支出命令をまとめる

③　差戻し事例のデータベース作成　　　　　④　財務会計システム研修の充実

⑤　システム操作マニュアルの改訂　　　　　⑥　システム改善のための機関の創設　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課　：　財政課，会計課

１９年度
１７年度 １８年度

取組工程表

①　支出負担行為兼支出命令の拡大・・・・・　(5)実現困難　　　

②　電気料金等の支出命令をまとめる・・・・・　(4)今後検討

取組みの方向性 ③　差戻し事例のデータベース作成・・・・・　(5)必要性がない　　　

④　財務会計システム研修の充実・・・・・　(2)提言の趣旨を生かせるよう措置

⑤　システム操作マニュアルの改訂・・・・・　(2)提言の趣旨を生かせるよう措置　　　　　

⑥　システム改善のための機関の創設・・・・・　(5)必要性がない　　

備　考

「(5)実現困難又は必要性がない」理由
　①労力を軽減するための理由だけでは拡大できない。
　③「会計事務の手引き」を整備しているので，これを利用して差し戻しを減少してもらう。
　⑥財政課，会計課，情報企画室で連絡を密にして対応する。

取組結果

②　㈱東北電力に対し電気料金の一括払について検討を申し入れたが，現状では対応
  できないとの回答であったことから，実現困難であるとの結論にいたった。
④　年度始めの庶務担当研修において「財務会計システム研修」を行った。
⑤　会計事務の手引きに新たに「財務会計システム操作マニュアル」を加えるなど手引
  きを全面的に改訂し，平成１８年１月１６日に庁内ＬＡＮで職員に周知した。

②④⑤
方針決定
(１月)

グループ
と担当課
との協議

方針に
沿って
実施

　提　言

担当課による検討

②④⑤
方針決定
(１月)

グループ
と担当課
との協議

方針に
沿って
実施

　提　言

担当課による検討
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○4班　(テーマ）行政経営(スリム化）～全面的な事務事業の見直し

①　事務事業のスクラップ計画の実行・・・・・（2）提言の趣旨を生かせるよう措置

②　新規事業採択，事業肥大化抑制のためのルール化・・・・・(2)提言の趣旨を生かせるよう措置

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

⑤事業の長期財政計画　　　

①　事務事業のスクラップ計画の実行　　　　②　新規事業採択，事業肥大化抑制のためのルール化

③　借金返済計画の作成及び公表　　　　④　所管課における債務額の把握

⑤　事業の長期財政計画　　　

１９年度

①事務事業のスクラップ計画の実行
②新規事業採択，事業肥大化抑制のためのルール
化

備　考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課　：　行財政改革推進課，財政課

提言内容

取組工程表

１７年度 １８年度

「(5)実現困難又は必要性がない」理由
　③起債は毎年発生するもので，現時点の償還計画であれば市民や職員に誤解を与えかねな
　　い。
　④担当課の意識効果にはなるが，それによって事業の組立てをするということは現実的ではな
　　い。　また，非効率な事務処理になる。
 

取組みの方向性

⑤　事業の長期財政計画・・・・・(2)提言の趣旨を生かせるよう措置　　　

③　借金返済計画の作成及び公表・・・・・(5)必要性がない　

④　所管課における債務額の把握・・・・・(5)必要性がない

取組結果

①・② 18年度の事務事業評価シートを見直し，改革改善の取組状況を評価項目に新たに
　加えた。
⑤ 新規事業を計画する場合は,年度ごとの事業費や完成後のランニングコストを含めた長期
　財政計画を策定し，総合計画や事務事業事前評価のヒアリングにおいて説明するよう
　関係課に対し指導した。

提言 担当課による検討
方針決定・
準備（評価
シート見直
しなど）

方針に沿って措置

提言 担当課による検討

方針決定・
準備（資料
作成）

方針に沿っ
て措置

提言 担当課による検討
方針決定・
準備（評価
シート見直
しなど）

方針に沿って措置

提言 担当課による検討

方針決定・
準備（資料
作成）

方針に沿っ
て措置
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○５班　(テーマ）行政サービスの向上～窓口業務の改善

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

　

①　情報共有化のためにデータベースの構築・・・・・(4）今後検討(検討会議において方針決定）

取組みの方向性 ②　職員の意識改革のために職員セルフチェックシート制度の導入・・・・・　　　〃

③　お客様ニーズ把握のためにCSアンケートの実施・・・・・　　　　　　　　　　　　〃

取組工程表

１７年度

備　考

・窓口関係８課による検討会議を設置（Ｈ17.5.30）
・窓口サービス向上対策検討委員会（Ｈ17.10.11）開催
・「窓口サービス向上対策方針と実施計画」を策定（H18.2.1），「接遇改善」，「部署間の連携改善
と利便性向上」，「窓口環境改善」 の３課題を総合的計画的に推進することを決定。
・窓口サービス向上対策推進委員会の設置（Ｈ18.2.1），18年度推進委員会を３回開催
・「窓口サービス向上対策の方針と実施計画」の改正（Ｈ19.3.2）

取組結果

① ホームページ上の「よくある質問」コーナーに情報共有化のためのデータベースを構築し，19
　年 1月から随時公開した。
②・③ 平成１8年2月１日から28日まで及び平成18年11月15日から30日まで，職員接遇セルフ
　チェック，窓口利用者アンケートをそれぞれ実施した。
＜窓口利便性の向上・窓口環境の改善＞
　接遇マニュアルの作成（Ｈ18.2.1），３Ｔ運動（挨拶する態度，ていねいな応対，手早い処理）
　実施，繁忙期（３月・４月）における臨時窓口開設，受付順番番号札の設置（国保年金課,医療
　給付課），一部ローカウンター化（都南総合支所市民係）。

③　お客様ニーズ把握のためにCSアンケートの実施

②　職員の意識改革のために職員セルフチェックシート制度の導入

①　情報共有化のためにデータベースの構築

１８年度
１９年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課(主管課）　：　職員課　(市民登録課）

提言内容

検討会
議の設
置・第１
回　開催

方針に
沿って
実施

　提　言

方針決
定①
～③

主管課による検討

検討会
議の設
置・第１
回　開催

方針に
沿って
実施

　提　言

方針決
定①
～③

順次実施

主管課による検討

検討会議
推進委
員会設
置

推進委員会３回
開催

検討会
議の設
置・第１
回　開催

方針に
沿って
実施

　提　言

方針決
定①
～③

主管課による検討

検討会
議の設
置・第１
回　開催

方針に
沿って
実施

　提　言

方針決
定①
～③

順次実施

主管課による検討

検討会議
推進委
員会設
置

推進委員会３回
開催
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○６班　(テーマ）協働～庁内協働からはじめよう

提言内容

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 上半期 下半期

①人材バンク

　ヒアリング

②養成講座

③講演会

③　職員発案による講演会の実施

①　庁内人材バンクの登録・ＤＢ化　　　　②　ファシリテーター養成講座の開設

備　考

取組工程表

１７年度 １８年度
１９年度

①　庁内人材バンクの登録・ＤＢ化・・・・・(4)今後検討

③　職員発案による講演会の実施・・・・・(1)提言どおり実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討担当課　：　職員課

取組みの方向性 ②　ファシリテーター養成講座の開設・・・・・（2）提言の趣旨を生かせるよう措置

取組結果

①　提案内容を検討したが，現在ある職員提案箱を利用し，その都度呼びかけ等を行うこと
　　により，提案と同様の効果が期待できることから，実施の必要性がないとの結論にいた
　　った。
②　提案どおり職員研修に組み入れ，実施した。
③　提言班が中心となり職員が自発的に諸課題等を検討し，随時開催していくこととした。

担当課による検討

方針に
沿って措
置

提言班
による検討 諸課題整理・準備・順次実施

方針に沿って措置

方針決定

担当課による検討 方針決定

提言

提言

提言

担当課による検討

方針に
沿って措
置

提言班
による検討 諸課題整理・準備・順次実施

方針に沿って措置

方針決定

担当課による検討 方針決定

提言

提言

提言
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行財政構造改革推進本部の設置 

 

市長を本部長とする「行財政構造改革推進本部」を平成15年10月31日に設置し，行財政構造改

革の方針及び実施計画の策定並びに総合調整を行い改革の推進に努めた。 

 

     行財政構造改革推進会議の設置 

 

有識者等からなる「盛岡市行財政構造改革推進会議」を平成16年７月26日に設置，取組期間中９

回開催し，改革の取組状況を報告し，改革に関する提言を受けた。 

また，推進会議に，公の施設の指定管理者の選定過程の確認を行う指定管理者部会，行政評価

の指標等の外部評価を行う行政評価部会及び出資法人の経営状況等の外部評価を行う出資法人

部会を設置，指定管理者部会は10回，行政評価部会は13回，出資法人部会は６回それぞれ開催し，

活発な議論を行い貴重な提言をいただいた。 

 

     市民，職員への説明会の開催 

 

     行財政構造改革に対する理解と協力をいただき，改革に取り組む姿勢と意識を醸成するとともに，

改革に対する意見・提言をいただき改革に反映させることを目的として，市民，職員への説明会を開

催した。平成16年度は市民を対象に市内26地区で開催し，1，345人の参加をいただき，246件の提

言を受けた。平成18年度は玉山区５地区で開催し，54人の参加をいただき，27件の提言を受けた。 

  職員説明会を開催し，改革意識の浸透と共有を図った。 

 

       職員の自主グループ「10Ｃサークル」の結成 

 

        改革を推進するための提言等を行う職員の自主グループ「10Ｃサークル」が結成され，職員の内

在的な力を改革の推進に活用した。25項目の提言のうち，提言どおり，あるいは提言の趣旨を生か

せるように措置する項目が11項目に上った。 

 

      「10Ｃ通信」の発行 

 

         行財政構造改革の情報を発信し，情報の共有を通して意識が共有されることを目的に，改革へ

の取組状況等を市民，職員に定期的にお知らせする「10Ｃ通信」を発行した。平成19年９月現在第

37号まで発行している。 

 改革の推進体制の充実を図るとともに，様々な方法で市民，職員の意見・提言を 

受け，改革の取組みに反映させた。 

別紙５ 改革の推進体制 



いしかわ　　ゆ　う　じ ３　出資法人 平成18年1月～

石　　川　　祐　　司 平成19年3月

いわさき　　　　たかし ２　行政評価 平成18年1月～

岩　　崎　　　　 　隆 平成19年3月

い わ ね　　しゅうぞう ３　出資法人 部 　会　 長 平成16年10月～

岩　  根　  　修 　象 平成19年3月

おいかわ　　　 ひでとし 協同組合商産サポート ３　出資法人 平成16年10月～

及　 川　　 　英 　俊 センター販促研究所代表理事 平成19年3月

おおむら　　　み　つ　こ ３　出資法人 平成16年10月～

大　 村　　　み つ 子 平成19年3月

お　か　  　　  あ　き　こ 1　指定管理者 部　 会 　長 平成16年10月～

岡　　　　　　晶　　子 平成19年3月

お　が　わ   　あ　き　こ 岩手県立大学 ２　行政評価 副 委 員 長 平成16年10月～

小　  川　  　晃　  子 　社会福祉学部助教授 部　 会 　長 平成19年3月

 く　ど　う　　　た　く　や (社）盛岡青年会議所 ３　出資法人 平成18年1月～

工　　藤　　　拓　　也 　専務理事 平成19年3月

こ  う ざ ん　　　 ち な え 1　指定管理者 平成16年10月～

甲　 山　　　 知　　苗 平成19年3月

さ い と う　　　　　じゅん 1　指定管理者 職務代理者 平成16年10月～

齋　  藤　　　　　　純 平成19年3月

さ　さ　き　　　　ひ さ お (財）岩手経済研究所 ２　行政評価 平成18年4月～

佐　々　木　　久　雄 理事事務局長兼経済研究部長 平成19年3月

さ　さ　き　 　   　 ま さ る (社）盛岡青年会議所 ３　出資法人 平成16年10月～

佐 々 木　　　　　　大 　専務理事 平成17年1月

た け だ　　　　　　　　　 1　指定管理者 平成18年1月～

 竹　　田　　 か づ 子 平成19年3月

た じ ま　  　   としのぶ 岩手県立大学 1　指定管理者 委　 員 　長 平成16年10月～

田  　島 　　平　  伸 　総合政策学部教授 平成19年3月

た ば た 　　　  や え こ ２　行政評価 職務代理者 平成16年10月～

田　端　　八　重　子 平成19年3月

たまやま　　     さ と し ３　出資法人 職務代理者 平成16年10月～

玉   　山　　 　　　哲 平成19年3月

ちかむら　　　こういち (財）岩手経済研究所 ２　行政評価 職務代理者 平成16年10月～

近  　村 　　 功 　一 常務理事事務局長兼経済研究部長 平成18年3月

なかざわ　 　 よしろう ２　行政評価 平成16年10月～

中　 澤　　 　芳 　郎 平成19年3月

の ざ か  　　  て つ じ (社）盛岡青年会議所 ３　出資法人 平成17年2月～

野　　坂　　哲　　司 　専務理事 平成18年1月

はれやま　    さ だ み ２　行政評価 平成18年6月～

晴　　山　　貞　　美 平成19年3月

む ら い　    ま さ き ち ２　行政評価 部　 会　 長 平成16年10月～

村　　井　　政　　吉 平成18年5月

りょうかわ　　　　　　　　 いわてＮＰＯフォーラム２１ 1　指定管理者 平成16年10月～

両　 川　　い ず み 　事務局長 平成19年3月

（※）職名等は，委員在任時のものである。

盛岡市町内会連合会長

小　　説　　家

ウィメンズスペース・もりおか代表

(株）マ・シェリ相談役

氏　　名

フリージャーナリスト

岩根修象税理士事務所長

まちづくりわいわい塾代表

盛岡市町内会連合会長

委員在任期間

（特活）アイディング理事・事務局長

(株）東山堂代表取締役社長

職名等 部　会　名

石川祐司税理士事務所長

岩手県農協青年組織協議会長

玉山商工会女性部長

備　　考

別紙６　行財政構造改革推進会議委員名簿
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資料１-１ 平成 16 年度 出資法人一覧 

16 (株)アイビーシー岩手放送 ( 昭和28年12月7日 ) 260,000 520,000 13,800 6,900 2.65% 商工労政課

17 (株)クリーントピアいわて ( 平成1年5月15日 ) 50,000 1,000 90 4,500 9.00% 商工労政課

18 (株)盛岡バスセンター ( 昭和34年5月19日 ) 65,000 130,000 6,500 3,250 5.00% 交通対策課

19 岩手県交通(株) ( 昭和51年6月1日 ) 499,549 999,098 6,000 3,000 0.60% 交通対策課

20 (株)テレビ岩手 ( 昭和44年1月23日 ) 400,000 800,000 6,000 3,000 0.75% 商工労政課

21 三陸鉄道(株) ( 昭和56年11月10日 ) 300,000 30,000 300 3,000 1.00% 交通対策課

22 (株)岩手日報社 ( 昭和13年6月29日 ) 200,000 400,000 5,500 2,750 1.38% 管財課

23 岩手県産(株) ( 昭和39年12月17日 ) 90,000 180,000 4,800 2,400 2.67% 観光課

24 岩洞湖開発(株) ( 昭和41年9月6日 ) 40,000 80,000 2,666 1,333 3.33% 観光課

25 (株)サンビル ( 昭和36年4月26日 ) 20,000 40,000 2,000 1,000 5.00% 商工労政課

26 (株)アイシーエス ( 昭和41年9月1日 ) 35,000 70,000 1,670 835 2.39% 商工労政課

27
(株)みずほフィナンシャルグルー
プ

( 平成15年1月8日 ) 1,540,965,000 12,727,356.71 4.69 234 0.00% 管財課

28 (株)テレビ岩手開発センター ( 昭和56年4月27日 ) 10,000 16,000 4,600 230 28.75% 管財課

29
(株)岩手県市町村職員
保健保養施設運営管理機構

( 平成10年4月1日 ) 10,000 200 2 100 1.00% 職員課

1,526,213 千円小　　　　　計　　　　（１）

１　有価証券（株式）を有するもの

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 発行済株式等（株） 株数（株） 金額（千円） 出資割合

1 (株)盛岡地域交流センター ( 平成4年2月20日 ) 2,600,000 52,000 13,806 690,300 26.55% 市街地整備課

2 (株)岩手ソフトウエアｰセンター ( 平成6年4月25日 ) 1,278,500 25,570 6,300 315,000 24.64% 商工労政課

3 ＩＧＲいわて銀河鉄道(株) ( 平成13年5月25日 ) 1,849,700 36,994 4,642 232,100 12.55% 交通対策課

4 (株)岩手畜産流通センター ( 昭和36年2月7日 ) 2,877,900 287,790 4,838 48,380 1.68% 農政課

5 盛岡中央市場冷蔵(株) ( 昭和43年7月13日 ) 60,000 60,000 30,000 30,000 50.00% 中央卸売市場

6 (株)岩手銀行 ( 昭和7年5月2日 ) 12,089,000 19,447,000 56,577 28,288 0.29% 管財課

7 岩手県空港ターミナルビル(株) ( 昭和56年6月8日 ) 340,000 34,000 2,500 25,000 7.35% 交通対策課

8 (株)北日本銀行 ( 昭和17年2月2日 ) 6,146,000 8,190,000 22,932 23,814 0.28% 管財課

9 岩手トラックターミナル(株) ( 昭和48年11月8日 ) 460,000 46,000 2,200 22,000 4.78% 商工労政課

10 (株)東北銀行 ( 昭和25年10月7日 ) 6,000,000 76,412,000 216,610 17,078 0.28% 管財課

11 (株)岩手朝日テレビ ( 平成7年7月21日 ) 3,000,000 60,000 300 15,000 0.50% 商工労政課

12 (株)盛岡観光開発公社 ( 昭和47年11月23日 ) 95,000 95,000 15,000 15,000 15.79% 観光課

13 岩手ケーブルテレビジョン(株) ( 昭和58年8月29日 ) 888,000 17,760 288 14,400 1.62% 情報企画室

14 盛岡まちづくり㈱ ( 平成13年5月24日 ) 20,000 400 200 10,000 50.00% 商工労政課

15 東北電力(株) ( 昭和26年5月1日 ) 251,441,292 502,882,585 14,643 7,321 0.00% 商工労政課

市出資状況
平成16年3月1日現在

No 所管課
出資法人の概要
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２　出資による権利を有するもの（証券、証書等）

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 金額（千円） 出資割合

1 岩手県信用保証協会 ( 昭和23年10月27日 ) 17,462,117 265,298 1.52% 商工労政課

2 (財)盛岡観光コンベンション協会 ( 平成6年8月2日 ) 304,900 150,000 49.20% 観光課

3 (財)盛岡国際交流協会 ( 平成4年11月16日 ) 100,000 100,000 100.00% 国際交流課

4 (財)盛岡市勤労者福祉サービスセンター ( 平成8年3月5日 ) 100,000 100,000 100.00% 商工労政課

5 (財)盛岡市文化振興事業団 ( 平成9年10月15日 ) 100,000 100,000 100.00% 文化課

6 (財)岩手育英会 ( 大正14年9月10日 ) 98,840 68,000 68.80% 学校管理課

7 (財)盛岡市体育協会 ( 昭和55年5月19日 ) 100,624 58,000 57.64% 生涯学習スポーツ課

8 (財）いわて産業振興センター ( 昭和61年9月1日 ) 305,000 53,405 17.51% 商工労政課

9 (財）盛岡市水道サービス公社 ( 平成3年3月26日 ) 50,000 50,000 100.00% 水道部総務課

10 岩手県国民健康保険団体連合会 ( 昭和23年12月1日 ) 620,000 49,271 7.95% 国保年金課

11 (財)ふるさといわて定住財団 ( 平成5年5月20日 ) 2,304,800 39,045 1.69% 商工労政課

12 (財)盛岡市動物公園公社 ( 昭和63年3月29日 ) 30,000 30,000 100.00% 公園みどり課

13 (財)岩手県国際交流協会 ( 平成1年10月18日 ) 1,067,401 29,243 2.74% 国際交流課

14 (社)岩手県産業会館 ( 昭和35年9月27日 ) 1,068,406 22,500 2.11% 農政課

15 (財)クリーンいわて事業団 ( 平成3年11月11日 ) 1,273,200 21,058 1.65% 清掃管理課

16 (財)いわて愛の健康づくり財団 ( 昭和62年11月4日 ) 312,020 19,028 6.10% 保健センター

17 (財)岩手県暴力団追放県民会議 ( 平成4年4月27日 ) 600,000 17,940 2.99% 市民生活課

18 盛岡市森林組合 ( 昭和36年2月13日 ) 86,368 14,940 17.30% 農地林務課

19 (財)岩手県長寿社会振興財団 ( 昭和63年5月20日 ) 3,308,288 14,670 0.44% 高齢福祉課

20 (社)岩手県農畜産物価格安定基金協会 ( 昭和45年7月23日 ) 1,135,140 13,170 1.16% 農政課

No

平成16年3月1日現在

所管課
市出資状況出資法人の概要

21 (財)盛岡地域地場産業振興センター ( 昭和59年8月31日 ) 27,370 10,351 37.82% 商工労政課

22 (財)新渡戸基金 ( 平成6年3月22日 ) 151,520 10,000 6.60% 国際交流課

23 (財)盛岡市振興公社 ( 昭和38年2月5日 ) 10,000 10,000 100.00% 管財課

24 岩手中央森林組合 ( 昭和50年12月16日 ) 259,743 8,743 3.37% 農地林務課

25 (財)岩手県林業労働対策基金 ( 平成3年10月31日 ) 1,150,000 7,450 0.65% 農地林務課

26 （社）岩手県農業公社 ( 昭和46年3月29日 ) 2,349,000 6,930 0.30% 農政課

27 (社福)盛岡市社会福祉事業団 ( 昭和49年3月29日 ) 141,108 6,256 4.43% 障害福祉課

28 盛岡地区広域土地開発公社 ( 昭和48年3月5日 ) 11,000 6,000 54.55% 管財課

29 岩手県農業信用基金協会 ( 昭和37年3月28日 ) 3,551,580 5,280 0.15% 農政課

30 (財)盛岡市都南自治振興公社 ( 昭和62年3月25日 ) 5,000 5,000 100.00% 都南総合支所

31 (社)岩手県農産物改良種苗センター ( 昭和55年7月29日 ) 500,000 3,500 0.70% 農政課

32 岩手県住宅供給公社 ( 昭和41年1月20日 ) 22,500 2,600 11.56% 住宅課

33 (財)いわてリハビリテーションセンター ( 平成4年4月1日 ) 30,000 1,680 5.60% 保健センター

34 (財)岩手県下水道公社 ( 昭和62年4月1日 ) 10,000 1,530 15.30% 業務課

35 (財)岩手県水産振興基金 ( 昭和53年4月1日 ) 506,000 1,490 0.29% 農政課

36 (財)岩手県国民年金福祉協会 ( 昭和55年2月28日 ) 4,150 1,000 24.10% 国保年金課

37 (財)盛岡市駐車場公社 ( 昭和46年12月10日 ) 1,000 1,000 100.00% 都市計画課

38 (財)岩手県観光協会 ( 昭和39年4月16日 ) 57,000 950 1.67% 観光課

39 (財)盛岡地区勤労者共同福祉センター ( 昭和55年8月28日 ) 1,000 800 80.00% 商工労政課

40 (財)岩手県土木技術振興協会 ( 昭和56年4月1日 ) 11,000 516 4.69% 道路管理課

41 (財)太平洋戦全国空爆犠牲者慰霊協会 ( 昭和57年8月6日 ) 125,850 400 0.32% 障害福祉課

1,307,044 千円

2,833,257 千円

小　　　　　計　　　　（２）

　　　　合　　　　　計　　　　（１）＋（２）
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資料１-２ 平成 17 年度 出資法人一覧 

１　有価証券（株式）を有するもの

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 発行済株式等（株） 株数（株） 金額（千円） 出資割合

1 (株)盛岡地域交流センター ( 平成4年2月20日 ) 2,600,000 52,000 13,806 690,300 26.55% 市街地整備課

2 (株)岩手ソフトウエアｰセンター ( 平成6年4月25日 ) 1,278,500 25,570 6,300 315,000 24.64% 商工労政課

3 ＩＧＲいわて銀河鉄道(株) ( 平成13年5月25日 ) 1,849,700 36,994 4,642 232,100 12.55% 交通政策課

4 (株)岩手畜産流通センター ( 昭和36年2月7日 ) 2,880,340 288,034 4,838 48,380 1.68% 農政課

5 盛岡中央市場冷蔵(株) ( 昭和43年7月13日 ) 60,000 60,000 30,000 30,000 50.00% 中央卸売市場

6 岩手県空港ターミナルビル(株) ( 昭和56年6月8日 ) 340,000 34,000 2,500 25,000 7.35% 交通政策課

7 (株)北日本銀行 ( 昭和17年2月2日 ) 6,146,800 8,190,000 15,900 7,950 0.19% 管財課

8 岩手トラックターミナル(株) ( 昭和48年11月8日 ) 460,000 46,000 2,200 22,000 4.78% 商工労政課

9 (株)東北銀行 ( 昭和25年10月7日 ) 6,000,000 75,400,000 216,610 17,078 0.29% 管財課

10 (株)岩手朝日テレビ ( 平成7年7月21日 ) 3,000,000 60,000 300 15,000 0.50% 商工労政課

11 (株)盛岡観光開発公社 ( 昭和47年11月23日 ) 95,000 95,000 15,000 15,000 15.79% 観光課

12 岩手ケーブルテレビジョン(株) ( 昭和58年8月29日 ) 888,000 17,760 288 14,400 1.62% 情報企画室

13 盛岡まちづくり㈱ ( 平成13年5月24日 ) 20,000 400 200 10,000 50.00% 商工労政課

14 (株)アイビーシー岩手放送 ( 昭和28年12月7日 ) 260,000 520,000 13,800 6,900 2.65% 商工労政課

15 (株)クリーントピアいわて ( 平成1年5月15日 ) 50,000 1,000 90 4,500 9.00% 商工労政課

16 (株)盛岡バスセンター ( 昭和34年5月19日 ) 65,000 130,000 6,500 3,250 5.00% 交通政策課

17 岩手県交通(株) ( 昭和51年6月1日 ) 499,549 5,898,098 6,000 3,000 0.10% 交通政策課

18 (株)テレビ岩手 ( 昭和44年1月23日 ) 400,000 800,000 6,000 3,000 0.75% 商工労政課

19 三陸鉄道(株) ( 昭和56年11月10日 ) 300,000 30,000 300 3,000 1.00% 交通政策課

20 (株)岩手日報社 ( 昭和13年6月29日 ) 200,000 400,000 5,500 2,750 1.38% 管財課

21 岩手県産(株) ( 昭和39年12月17日 ) 90,000 180,000 4,800 2,400 2.67% 観光課

22 岩洞湖開発(株) ( 昭和41年9月6日 ) 40,000 80,000 2,666 1,333 3.33% 観光課

23 (株)サンビル ( 昭和36年4月26日 ) 20,000 40,000 2,000 1,000 5.00% 商工労政課

24 (株)アイシーエス ( 昭和41年9月1日 ) 35,000 70,000 1,670 835 2.39% 商工労政課

25 (株)テレビ岩手開発センター ( 昭和56年4月27日 ) 10,000 16,000 4,600 230 28.75% 管財課

26
(株)岩手県市町村職員
保健保養施設運営管理機構

( 平成10年4月1日 ) 10,000 200 2 100 1.00% 職員課

1,474,506 千円

市出資状況

小　　　　　計　　　　（１）

平成17年4月1日現在

No 所管課
出資法人の概要
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40 (財)岩手県土木技術振興協会 ( 昭和56年4月1日 ) 11,000 516 4.69% 道路管理課

41 (財)太平洋戦全国空爆犠牲者慰霊協会 ( 昭和57年8月6日 ) 125,850 400 0.32% 障害福祉課

1,279,996 千円

2,754,502 千円

小　　　　　計　　　　（２）

　　　　合　　　　　計　　　　（１）＋（２）

２　出資による権利を有するもの（証券、証書等）

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 金額（千円） 出資割合

1 岩手県信用保証協会 ( 昭和23年10月27日 ) 17,634,408 270,327 1.53% 商工労政課

2 (財)盛岡観光コンベンション協会 ( 平成6年8月2日 ) 304,900 150,000 49.20% 観光課

3 (財)盛岡国際交流協会 ( 平成4年11月16日 ) 100,000 100,000 100.00% 男女参画国際課

4 (財)盛岡市勤労者福祉サービスセンター ( 平成8年3月5日 ) 100,000 100,000 100.00% 商工労政課

5 (財)盛岡市文化振興事業団 ( 平成9年10月15日 ) 100,000 100,000 100.00% 文化課

6 (財)岩手育英会 ( 大正14年9月10日 ) 98,840 68,000 68.80% 学校管理課

7 (財)盛岡市体育協会 ( 昭和55年5月19日 ) 100,704 58,000 57.59% 生涯学習スポーツ課

8 (財）いわて産業振興センター ( 昭和61年9月1日 ) 305,000 53,405 17.51% 商工労政課

9 (財）盛岡市水道サービス公社 ( 平成3年3月26日 ) 50,000 50,000 100.00% 水道部総務課

10 岩手県国民健康保険団体連合会 ( 昭和23年12月1日 ) 320,000 22,223 6.94% 国保年金課

11 (財)ふるさといわて定住財団 ( 平成5年5月20日 ) 2,304,800 39,045 1.69% 商工労政課

12 (財)盛岡市動物公園公社 ( 昭和63年3月29日 ) 30,000 30,000 100.00% 公園みどり課

13 (財)岩手県国際交流協会 ( 平成1年10月18日 ) 1,080,474 29,243 2.71% 男女参画国際課

14 (社)岩手県産業会館 ( 昭和35年9月27日 ) 1,047,500 22,500 2.15% 農政課

15 (財)クリーンいわて事業団 ( 平成3年11月11日 ) 1,273,200 21,058 1.65% 清掃管理課

16 (財)いわて愛の健康づくり財団 ( 昭和62年11月4日 ) 312,020 19,028 6.10% 保健センター

17 (財)岩手県暴力団追放県民会議 ( 平成4年4月27日 ) 600,000 17,940 2.99% 市民生活課

18 盛岡市森林組合 ( 昭和36年2月13日 ) 85,974 14,940 17.38% 林政課

19 (財)岩手県長寿社会振興財団 ( 昭和63年5月20日 ) 3,308,388 14,670 0.44% 高齢福祉課

20 (社)岩手県農畜産物価格安定基金協会 ( 昭和45年7月23日 ) 1,135,140 13,170 1.16% 農政課

21 (財)盛岡地域地場産業振興センター ( 昭和59年8月31日 ) 27,370 10,351 37.82% 商工労政課

22 (財)新渡戸基金 ( 平成6年3月22日 ) 151,595 10,000 6.60% 男女参画国際課

23 (財)盛岡市振興公社 ( 昭和38年2月5日 ) 10,000 10,000 100.00% 管財課

24 岩手中央森林組合 ( 昭和50年12月16日 ) 259,683 8,743 3.37% 林政課

25 (財)岩手県林業労働対策基金 ( 平成3年10月31日 ) 1,150,000 7,450 0.65% 林政課

26 （社）岩手県農業公社 ( 昭和46年3月29日 ) 2,349,000 6,930 0.30% 農政課

27 (社福)盛岡市社会福祉事業団 ( 昭和49年3月29日 ) 6,256 6,256 100.00% 障害福祉課

28 盛岡地区広域土地開発公社 ( 昭和48年3月5日 ) 11,000 6,000 54.55% 管財課

29 岩手県農業信用基金協会 ( 昭和37年3月28日 ) 3,542,300 5,280 0.15% 農政課

30 (財)盛岡市都南自治振興公社 ( 昭和62年3月25日 ) 5,000 5,000 100.00% 林政課

31 (社)岩手県農産物改良種苗センター ( 昭和55年7月29日 ) 500,000 3,500 0.70% 農政課

32 岩手県住宅供給公社 ( 昭和41年1月20日 ) 22,500 2,600 11.56% 建築住宅課

33 (財)いわてリハビリテーションセンター ( 平成4年4月1日 ) 30,000 1,680 5.60% 保健センター

34 (財)岩手県下水道公社 ( 昭和62年4月1日 ) 10,000 1,530 15.30% 業務課

35 (財)岩手県水産振興基金 ( 昭和53年4月1日 ) 506,000 1,490 0.29% 農政課

36 (財)岩手県国民年金福祉協会 ( 昭和55年2月28日 ) 4,150 1,000 24.10% 国保年金課

37 (財)盛岡市駐車場公社 ( 昭和46年12月10日 ) 1,000 1,000 100.00% 都市計画課

38 (財)岩手県観光協会 ( 昭和39年4月16日 ) 57,000 950 1.67% 観光課

39 (財)盛岡地区勤労者共同福祉センター ( 昭和55年8月28日 ) 1,000 800 80.00% 商工労政課

No

平成17年4月1日現在

所管課
市出資状況出資法人の概要



１　有価証券（株式）を有するもの

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 発行済株式等（株） 株数（株） 金額（千円） 出資割合

1 (株)盛岡地域交流センター ( 平成4年2月20日 ) 2,600,000 52,000 13,806 690,300 26.55% 市街地整備課

2 (株)岩手ソフトウエアｰセンター ( 平成6年4月25日 ) 1,278,500 25,570 6,300 315,000 24.64% 商工課

3 ＩＧＲいわて銀河鉄道(株) ( 平成13年5月25日 ) 1,849,700 36,994 5,858 292,900 15.84% 交通政策課

4 (株)岩手畜産流通センター ( 昭和36年2月7日 ) 2,880,340 288,034 5,430 54,300 1.89% 農政課

5 盛岡中央市場冷蔵(株) ( 昭和43年7月13日 ) 60,000 60,000 30,000 30,000 50.00% 中央卸売市場

6 (株)岩手銀行 ( 昭和7年5月2日 ) 12,089,000 19,247,000 13,575 6,788 0.07% 管財課

7 岩手県空港ターミナルビル(株) ( 昭和56年6月8日 ) 340,000 34,000 2,500 25,000 7.35% 交通政策課

8 岩手トラックターミナル(株) ( 昭和48年11月8日 ) 460,000 46,000 2,200 22,000 4.78% 商工課

9 (株)東北銀行 ( 昭和25年10月7日 ) 6,000,000 75,400,000 58,500 4,950 0.08% 管財課

10 (株)岩手朝日テレビ ( 平成7年7月21日 ) 3,000,000 60,000 300 15,000 0.50% 商工課

11 (株)盛岡観光開発公社 ( 昭和47年11月23日 ) 95,000 95,000 15,000 15,000 15.79% 観光課

12 岩手ケーブルテレビジョン(株) ( 昭和58年8月29日 ) 868,000 17,360 288 14,400 1.66% 情報企画室

13 盛岡まちづくり(株) ( 平成13年5月24日 ) 20,000 400 200 10,000 50.00% 商工課

14 (株)アイビーシー岩手放送 ( 昭和28年12月7日 ) 260,000 520,000 1,100 550 0.21% 管財課

15 (株)クリーントピアいわて ( 平成元年5月15日 ) 50,000 1,000 90 4,500 9.00% 雇用労政課

16 (株)盛岡バスセンター ( 昭和34年5月19日 ) 65,000 130,000 6,500 3,250 5.00% 交通政策課

17 岩手県交通(株) ( 昭和51年6月1日 ) 499,549 5,898,098 6,000 3,000 0.10% 交通政策課

18 三陸鉄道(株) ( 昭和56年11月10日 ) 300,000 30,000 300 3,000 1.00% 交通政策課

19 岩手県産(株) ( 昭和39年12月17日 ) 90,000 180,000 4,800 2,400 2.67% 観光課

20 岩洞湖開発(株) ( 昭和41年9月6日 ) 40,000 80,000 6,932 3,466 8.67% 観光課

21 (株)サンビル ( 昭和36年4月26日 ) 20,000 40,000 2,000 1,000 5.00% 商工課

22 (株)アイシーエス ( 昭和41年9月1日 ) 35,000 70,000 1,670 835 2.39% 商工課

23 (株)テレビ岩手開発センター ( 昭和56年4月27日 ) 10,000 16,000 4,600 230 28.75% 管財課

24
(株)岩手県市町村職員
保健保養施設運営管理機構

( 平成10年4月1日 ) 10,000 200 4 200 2.00% 職員課

25 たまやま振興（株） ( 平成9年5月5日 ) 55,000 1,100 950 47,500 86.36% 産業振興課

1,565,569 千円

市出資状況

小　　　　　計　　　　（１）

平成18年4月1日現在

No 所管課
出資法人の概要

資料１-３　平成18年度　出資法人一覧
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２　出資による権利を有するもの（証券、証書等）

名　　　称 ( 設立年月日 ) 資本金等（千円） 金額（千円） 出資割合

1 岩手県信用保証協会 ( 昭和23年10月27日 ) 17,634,408 277,481 1.57% 商工課

2 (財)盛岡観光コンベンション協会 ( 平成6年8月2日 ) 304,900 150,500 49.36% 観光課

3 (財)盛岡国際交流協会 ( 平成4年11月16日 ) 100,000 100,000 100.00% 男女参画国際課

4 (財)盛岡市勤労者福祉サービスセンター ( 平成8年3月5日 ) 100,000 100,000 100.00% 雇用労政課

5 (財)盛岡市文化振興事業団 ( 平成9年10月15日 ) 100,000 100,000 100.00% 文化課

6 (財)岩手育英会 ( 大正14年9月10日 ) 98,840 68,000 68.80% 学校管理課

7 (財)盛岡市体育協会 ( 昭和55年5月19日 ) 100,824 58,000 57.53% 生涯学習スポーツ課

8 (財）いわて産業振興センター ( 昭和61年9月1日 ) 305,000 55,875 18.32% 商工課

9 (財）盛岡市水道サービス公社 ( 平成3年3月26日 ) 50,000 50,000 100.00% 水道部総務課

10 岩手県国民健康保険団体連合会 ( 昭和23年12月1日 ) 320,000 26,294 8.22% 国保年金課

11 (財)ふるさといわて定住財団 ( 平成5年5月20日 ) 212,500 41,664 19.61% 雇用労政課

12 (財)盛岡市動物公園公社 ( 昭和63年3月29日 ) 30,000 30,000 100.00% 公園みどり課

13 (財)岩手県国際交流協会 ( 平成元年10月18日 ) 1,080,574 31,385 2.90% 男女参画国際課

14 (社)岩手県産業会館 ( 昭和35年9月27日 ) 1,047,500 22,500 2.15% 農政課

15 (財)クリーンいわて事業団 ( 平成3年11月11日 ) 1,273,200 24,413 1.92% ごみ減量推進課

16 (財)いわて愛の健康づくり財団 ( 昭和62年11月4日 ) 312,020 20,042 6.42% 保健センター

17 (財)岩手県暴力団追放県民会議 ( 平成4年4月27日 ) 600,000 18,830 3.14% 市民活動推進課

18 盛岡市森林組合 ( 昭和36年2月13日 ) 85,974 14,940 17.38% 林政課

19 (財)岩手県長寿社会振興財団 ( 昭和63年5月20日 ) 3,308,288 15,790 0.48% 地域福祉課

20 (社)岩手県農畜産物価格安定基金協会 ( 昭和45年7月23日 ) 1,135,140 19,930 1.76% 農政課

21 (財)盛岡地域地場産業振興センター ( 昭和59年8月31日 ) 27,370 10,555 38.56% 商工課

22 (財)新渡戸基金 ( 平成6年3月22日 ) 142,770 11,000 7.70% 男女参画国際課

23 岩手中央森林組合 ( 昭和50年12月16日 ) 259,683 29,732 11.45% 林政課

24 (財)岩手県林業労働対策基金 ( 平成3年10月31日 ) 1,150,000 9,500 0.83% 林政課

25 （社）岩手県農業公社 ( 昭和46年3月29日 ) 2,349,000 11,610 0.49% 農政課

26 (社福)盛岡市社会福祉事業団 ( 昭和49年3月29日 ) 6,256 6,256 100.00% 地域福祉課

27 盛岡地区広域土地開発公社 ( 昭和48年3月5日 ) 11,000 6,500 59.09% 管財課

28 岩手県農業信用基金協会 ( 昭和37年3月28日 ) 3,542,300 8,090 0.23% 農政課

29 (財)盛岡市都南自治振興公社 ( 昭和62年3月25日 ) 5,000 5,000 100.00% 林政課

30 (社)岩手県農産物改良種苗センター ( 昭和55年7月29日 ) 500,000 5,400 1.08% 農政課

31 岩手県住宅供給公社 ( 昭和41年1月20日 ) 22,500 2,600 11.56% 建築住宅課

32 (財)いわてリハビリテーションセンター ( 平成4年4月1日 ) 30,000 1,810 6.03% 保健センター

33 (財)岩手県下水道公社 ( 昭和62年4月1日 ) 10,000 1,530 15.30% 下水道部業務課

34 (財)岩手県水産振興基金 ( 昭和53年4月1日 ) 506,000 1,590 0.31% 農政課

35 (財)岩手県国民年金福祉協会 ( 昭和55年2月28日 ) 4,150 1,000 24.10% 国保年金課

36 (財)盛岡市駐車場公社 ( 昭和46年12月10日 ) 1,000 1,000 100.00% 都市計画課

37 (財)岩手県観光協会 ( 昭和39年4月16日 ) 57,000 1,100 1.93% 観光課

38 (財)盛岡地区勤労者共同福祉センター ( 昭和55年8月28日 ) 1,000 800 80.00% 雇用労政課

39 (財)岩手県土木技術振興協会 ( 昭和56年4月1日 ) 11,000 560 5.09% 道路管理課

40 (財)太平洋戦全国空爆犠牲者慰霊協会 ( 昭和57年8月6日 ) 125,850 400 0.32% 地域福祉課

41 全国農業協同組合連合会 ( 昭和47年3月30日 ) 115,768,700 4,226 0.00% 産業振興課

1,345,903 千円

2,911,472 千円

No

平成18年4月1日現在

所管課
市出資状況

小　　　　　計　　　　（２）

出資法人の概要

　　　　合　　　　　計　　　　（１）＋（２）
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資料２-１ 平成 16 年度に廃止した事務事業一覧  

（単位：千円）

課名等 事業名称
前年度
当初予算額

区分

一般会計 2,401,797

１款　議会費 5,521

1 1 5 議会事務局 議員の改選に伴う諸事務 1,611 一過性

1 1 6 議会事務局 東北市議会議長会定期総会等開催事業 3,910 一過性

２款　総務費 432,176

4 3 1 選挙管理委員会事務局 県知事及び県議会議員選挙事務 47,847 一過性

4 4 1 選挙管理委員会事務局 市議会議員選挙事務 113,018 一過性

4 5 1 選挙管理委員会事務局 市長選挙事務 67,555 一過性

4 6 1 選挙管理委員会事務局 鹿妻穴堰土地改良区総代選挙事務 1,460 一過性

1 6 11 交通対策課 オムニバスタウン啓発事業 4,500 目的達成

1 6 11 交通対策課 ゾーンバス運行事業 16,000 目的達成

1 6 11 交通対策課 オムニバスタウン整備助成事業 179,591 目的達成

1 1 4 総務課 新年慶祝会事務 713 効果小

1 2 8 広聴広報課 報道機関との連絡調整事務 1,492 効果小

３款　民生費 398,764

1 2 1 障害福祉課 身体障害者福祉施設整備助成事業 6,000 一過性

1 7 6 女性センター 人権啓発活動事業 950 一過性

1 3 1 高齢福祉課 （仮称）城南デイサービスセンター整備事業 140,969 目的達成

2 5 3 児童福祉課 永井保育園改築事業 153,827 目的達成

1 1 5 障害福祉課 長期入院患者見舞金支給事業 10,240 効果小

1 3 2 市民生活課 老人医療受給者健康指導事業 4,783 効果小

1 3 7 高齢福祉課 高齢者バス助成事業 81,995 効果小

４款　衛生費 10,000

1 4 15 環境企画課 新エネルギービジョン策定事業 10,000 目的達成

５款　労働費 8,500

1 2 1 中央通勤労青少年ホーム 施設整備事業 8,500 目的達成

６款　農林費 24,791

1 3 3 農政課 米穀流通消費改善対策事業 380 終期到来

1 3 28 農政課 水田作付体系転換緊急推進事業 600 終期到来

1 3 22 農政課 神子田朝市施設整備支援事業 5,600 目的達成

1 3 36 農政課 いわて花と野菜の郷づくり推進事業 6,000 目的達成

2 2 2 農地林務課 林道事業債償還基金管理事務 9,211 目的達成

2 2 9 農地林務課 林業基幹技能者養成対策事業 3,000 目的達成

７款　商工費 900

1 2 11 観光課 盛岡市の名品展開催事業 900 効果小

８款　土木費 880,676

2 4 1 道路建設課 国庫補助広域圏道路新設整備事業 450,000 目的達成

4 2 10 区画整理課 組合施行土地区画整理補助事業 65,000 目的達成

4 8 5 市街地整備課 交通施設バリアフリー化設備整備事業 150,000 目的達成

4 8 6 市街地整備課 本町通一丁目地区優良建築物等整備事業 7,778 目的達成

5 3 1 住宅課 公営住宅建設事業（月が丘アパート２号館） 207,898 目的達成

10款　教育費 640,469

1 4 9 教育委員会学校教育課 心の教室相談員活用調査研究委託事業 3,264 一過性

2 3 1 教育委員会総務課 太田東小学校プール改築事業 82,500 目的達成

2 3 2 教育委員会総務課 繋小学校校舎等増改築事業 1,500 目的達成

2 3 2 教育委員会総務課 中野小学校給食室改築事業 15,200 目的達成

3 3 1 教育委員会総務課 厨川中学校プール改築事業 75,700 目的達成

3 3 2 教育委員会総務課 黒石野中学校校舎改造事業 31,620 目的達成

5 1 1 教育委員会総務課 太田幼稚園園舎増築事業 8,470 目的達成

6 1 4 教育委員会文化課 志波城造営１２００年記念事業 10,600 目的達成

6 1 7 教育委員会文化課 （仮称）盛岡市文化財センター建設事業 411,615 目的達成

土地取得事業費特別会計 869,033

2 1 1 2 高齢福祉課 高齢福祉施設建設用地先行取得事業 139,660 目的達成

2 1 1 5 市街地整備課 都市拠点総合整備用地先行取得事業 703,890 目的達成

2 1 2 2 高齢福祉課 高齢福祉施設建設用地先行取得事業 1,309 目的達成

2 1 2 5 市街地整備課 都市拠点総合整備用地先行取得事業 24,174 目的達成

款項目
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資料２-２ 平成17年度に休廃止した事務事業一覧 

（単位：千円）

課名等 事業名称 前年度当初予算額 区分

一般会計 1,066,995
２款　総務費 99,002

1 2 7 広聴広報課 広報刊行物発行事務 6,185 効果小

1 2 7 広聴広報課 テレビ・ラジオ等広報事務 5,440 効果小

1 5 2 管財課 財産台帳整備事務 1,420 （統合）

1 6 7 交通対策課 オムニバスサミット開催事業 6,300 終期到来

4 3 1 選挙管理委員会事務局 参議院議員通常選挙事務 79,333 一過性

4 4 1 選挙管理委員会事務局 参議院議員通常選挙啓発事務 324 一過性

３款　民生費 75,361

1 1 1 障害福祉課 社会福祉総合動態調査事務 1,854 一過性

1 1 1 障害福祉課 民生委員一斉改選事業 1,114 一過性

1 1 3 障害福祉課 地域福祉計画策定事業 3,932 目的達成

1 2 1 障害福祉課 障害者計画策定事業 1,711 目的達成

1 4 2 高齢福祉課 乙部老人福祉センター建設事業 43,614 目的達成

1 5 1 障害福祉課 しらたき学園改築事業 14,400 目的達成

1 5 1 障害福祉課 知的障害者福祉施設整備助成事業 5,000 目的達成

2 1 11 児童福祉課 認可外保育施設保育環境整備事業 336 目的達成

2 1 13 児童福祉課 少子化対策啓発事業 400 目的達成

2 1 17 児童福祉課 子育て支援事業 3,000 目的達成

４款　衛生費 2,869

1 2 3 保健センター ひとり暮らし高齢者訪問指導事業 2,869 （統合）

６款　農林費 40,545

1 3 2 農政課 農用地利用集積促進対策事業 450 終期到来

1 5 1 農地林務課 太田ほ場整備事業 2,222 目的達成

1 5 3 農地林務課 ふるさと農道緊急整備事業 21,397 目的達成

2 2 6 農地林務課 高齢級間伐促進事業 812 終期到来

2 2 6 農地林務課 木とのふれあい施設づくり推進事業 807 （統合）

2 2 14 農地林務課 有害獣対策事業 187 （統合）

2 2 18 農地林務課 森林公園等修景事業 2,142 終期到来

2 2 18 農地林務課 アカマツ被圧木等処理事業 9,404 終期到来

2 2 18 農地林務課 市有林列状間伐等展示林整備事業 3,124 終期到来

７款　商工費 781

1 2 14 商工労政課 商店街青年部育成事業 233 （統合）

1 2 16 商工労政課 各種診断指導事業 438 （統合）

1 2 11 観光課 銀河系いわてフェステバル出展事業 110 休止

８款　土木費 486,550

1 1 1 用地課 法定･法定外公共物譲与申請事務 24,034 目的達成

2 3 2 道路建設課 市単独道路新設改良事業(中野二丁目） 4,700 目的達成

2 4 1 道路建設課 広域圏道路整備事業（四十四田鍋屋敷線） 25,000 目的達成

2 4 1 道路建設課 広域圏道路整備事業（津志田久保屋敷線） 24,000 目的達成

4 2 5 盛岡南整備課 下永林第三地区土地区画整理事業 291 目的達成

4 3 1 道路建設課 都市計画道路（向中野東仙北線；東仙北Ⅱ） 47,800 目的達成

4 3 1 道路建設課 都市計画道路（梨木町上米内線） 185,000 目的達成

4 3 1 道路建設課 都市計画道路（明治橋山岸線:Ⅱ） 62,000 目的達成

4 3 1 道路建設課 都市計画道路（上厨川谷地頭線；赤袰） 45,000 目的達成

4 7 3 公園みどり課 水辺プラザ整備事業 16,700 休止

4 7 3 公園みどり課 都市景観形成モデル事業 125 休止

4 7 3 公園みどり課 旧盛岡競馬場跡地整備事業 30,900 休止

4 8 3 市街地整備課 まちづくり総合支援事業 21,000 休止

９款　消防費 8,500

1 1 1 消防防災課 地域防災計画策定事業 8,500 目的達成

10款　教育費 353,387

1 2 1 (教）総務課 教育ビジョン策定事業 1,090 目的達成

1 2 2 (教）総務課 教育広報発行事業 2,394 (統合)

2 1 2 (教）総務課 学校給食施設維持補修事業 5,850 目的達成

2 3 1 (教）総務課 永井小学校プール改築事業 70,000 目的達成

1 6 1 学校管理課 私立学校施設整備補助事業 10,409 休止

6 1 24 生涯学習スポーツ課 子どもの読書活動推進計画策定事業 385 目的達成

6 4 1 原敬記念館 資料整備事業 209 休止

6 6 4 子ども科学館 プラネタリウム整備事業 263,050 目的達成

下水道事業費特別会計 47,827
1 1 1 業務課 地方公営企業会計移行事務 47,827 目的達成

款項目（細目）
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(単位：千円）

款 項 目

一　般　会　計 1,415,422
２款　総　務　費 168,919

1 5 玉山総合事務所総務課 電話交換業務委託料 2,609 終期到来

1 5 玉山総合事務所総務課 渋民地区土地区画整理事業土地購入費 147,541 統　合

1 5 玉山総合事務所総務課 分収木売払分収交付金 2,615 一過性

1 5 玉山総合事務所総務課 庁舎敷地内電柱等移設工事 7,169 一過性

1 6 企画調整課 「平和の日」のつどい開催事業 1,120 一過性

4 3 選挙管理委員会事務局 農業委員会委員選挙事務 6,919 一過性

4 4 選挙管理委員会事務局 都南土地改良区総代総選挙事務 486 一過性

4 14 選挙管理委員会事務局 玉山土地改良区総代総選挙事務 300 一過性

5 1 企画調整課 東北県都市統計協議会開催事業 160 一過性

３款　民　生　費 21,160
1 1 玉山総合事務所健康福祉課 社会福祉総務事業（民生児童委員報酬） 3,684 統　合

1 1 玉山総合事務所健康福祉課 社会福祉総務事業（福祉推進員報酬） 168 統　合

1 2 玉山総合事務所健康福祉課 玉寿荘管理業務委託料 10,824 目的達成

1 2 玉山総合事務所健康福祉課 訪問理容美容サービス助成支援事業委託料 404 目的達成

1 2 玉山総合事務所健康福祉課 ボランティアによる地域介護支援事業委託料 150 統　合

1 3 高齢福祉課 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業 5,902 目的達成

2 2 玉山総合事務所健康福祉課 育児支援ヘルパー事業委託料 28 統　合

４款　衛　生　費 82,594
1 2 玉山総合事務所健康福祉課 パパママ学級 203 統　合

1 2 保健センター 精神保健福祉事業 69,708 統　合

1 2 保健センター 精神障害者居宅介護支援事業 2,036 統　合

1 3 玉山総合事務所健康福祉課 古川墓園階段改修工事 767 一過性

2 1 玉山総合事務所税務住民課 最終処分場調整池改修工事 9,880 一過性

５款　労　働　費 441
1 1 商工労政課 技能功労者表彰事業 441 一過性

６款　農　林　費 7,034
1 1 農業委員会事務局 標準小作料改訂事業 130 休　止

1 3 玉山総合事務所産業振興課 中山間地域夢づくり総合支援事業 4,854 終期到来

2 2 林政課 県単林道整備事業 2,050 休　止

８款　土　木　費 818,320
2 2 玉山総合事務所建設課 街路法面事業 5,808 統　合

2 3 玉山総合事務所建設課 城内線県道交差点事業 1,500 目的達成

2 3 玉山総合事務所建設課 渋民好摩線道路改築事業 40,000 目的達成

2 3 道路建設課 上厨川18号線外1路線（臨交） 11,835 目的達成

2 3 道路建設課 中堤町長橋町線（単独） 7,000 目的達成

2 3 道路建設課 滝村線（単独） 2,700 目的達成

2 3 道路建設課 繋32号線外5路線（まちづくり） 165,000 目的達成

2 4 道路建設課 上堂一丁目青山二丁目線（臨交） 240,000 目的達成

2 6 道路建設課 交通安全施設等整備事業（盛岡駅地下自由通路） 150,000 目的達成

2 6 道路建設課 盛岡駅地下自由通路（臨交）（上屋等工事） 14,266 目的達成

4 1 都市計画課 岩手公園地下駐車場管理運営事業（駐車場施設改修工事） 27,165 目的達成

4 7 公園みどり課 総合公園等整備事業（小鹿公園） 20,000 休止

5 2 建築住宅課 公営住宅ストック総合改善事業 7,400 目的達成

5 3 建築住宅課 公営住宅建設事業（月が丘３号館） 118,106 目的達成

5 3 建築住宅課 公営住宅駐車場整備事業 5,400 目的達成

5 3 建築住宅課 住宅マスタープラン策定事業 2,140 目的達成

10款　教　育　費 316,954
1 4 学校教育課 生徒指導総合連携強化推進事業 990 終期到来

2 3 教育委員会総務課 城北小学校校舎改造事業 305,391 目的達成

5 1 生涯学習スポーツ課 玉山村50年のあゆみ編纂事業 6,546 一過性

5 4 生涯学習スポーツ課 青少年活動センター運営事業 1,130 効果小

6 4 原敬記念館 原敬生誕150年祭事業 1,000 一過性

7 1 生涯学習スポーツ課 全国スポレク祭開催事業（補助金以外） 1,897 一過性

国民健康保険費特別会計 7,000
６款　保健事業費 7,000

1 1 国保年金課 高齢者健康指導事業 7,000 終期到来

介護保険サービス事業費特別会計 145,930
１款　サービス事業費 145,930

1 1 高齢福祉課 通所介護事業 145,930 目的達成

理　　由事務事業の名称
会計・予算科目 前　年　度

当初予算額
課　等　名
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１　一般会計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

盛岡西消防署城西出張所庁舎建設事業 H16-H19 410,425 ( 118,825 ) 0 0.0 48,949 ( 13,549 ) 用地

青山新駅設置事業 H15-H17 397,885 ( 397,885 ) 7,994 2.0 88,408 ( 88,408 ) 設計,工事

ＩＧＲいわて銀河鉄道経営安定化基金事業 H15-H19 155,925 ( 155,925 ) 31,185 20.0 31,185 ( 31,185 ) 負担金

廃棄物処分場整備事業 H12-H19 3,583,941 ( 793,536 ) 73,205 2.0 339,196 ( 196 ) 工事

旧競馬場跡地整備事業（環境ｿﾞｰﾝ) H15-H20 1,322,418 ( 331,918 ) 16,831 1.3 179,299 ( 99 ) 用地,下水

しらたき学園改築事業 H14-H16 509,750 ( 134,237 ) 486,957 95.5 14,400 ( 14,400 ) 解体撤去

旧競馬場跡地整備事業(各種ｾﾝﾀｰ整備） H14-H19 2,691,810 ( 486,210 ) 82,980 3.1 186,197 ( 3,097 )
設計,用地,
造成,下水

太田地区圃場整備事業 S60-H16 228,313 ( 228,313 ) 227,077 99.5 1,236 ( 1,236 ) 補助金

飯岡第一地区圃場整備事業 H1-H20 621,905 ( 921,905 ) 381,096 61.3 60,108 ( 60,108 ) 補助金

太田西部地区土地改良総合整備事業 H9-H29 231,750 ( 231,750 ) 31,421 13.6 14,751 ( 14,751 ) 補助金

ふるさと農道緊急整備事業 H9-H16 138,901 ( 13,901 ) 127,151 91.5 11,750 ( 50 ) 県負担金

盛岡南部地区土地改良事業協議会
負担金

H7-H29 194,485 ( 194,485 ) 21,587 11.1 11,013 ( 11,013 ) 負担金

国営盛岡南部地区土地改良事業負担金 H11-H27 888,217 ( 888,217 ) 223,630 25.2 55,383 ( 55,383 ) 負担金

盛岡西部地区畑地帯
総合土地改良事業負担金

H7-H18 154,726 ( 20,426 ) 121,941 78.8 11,364 ( 1,164 ) 県負担金

盛岡西部地区広域営農団地
農道整備事業負担金

S60-H18 152,480 ( 17,880 ) 28,700 18.8 6,600 ( 1,600 ) 県負担金

土地改良維持管理適正化事業補助金 S60-H17 121,379 ( 121,379 ) 114,049 94.0 4,330 ( 4,330 ) 補助金

農免林道(鬼ヶ瀬線)整備事業 H14-H21 264,500 ( 21,892 ) 69,791 26.4 6,912 ( 4,539 ) 工事

岩山2号線消雪施設整備事業 H15-H17 172,500 ( 73,500 ) 7,500 4.3 66,000 ( 26,400 ) 工事

市道新設改良事業(つなぎ32号線ほか5） H10-H18 803,000 ( 180,900 ) 659,000 82.1 50,000 ( 11,300 ) 工事

市単独道路新設改良事業(長橋町中堤線） H16-H19 124,000 ( 15,700 ) 0 0.0 9,500 ( 500 ) 設計,用地

市単独道路新設改良事業(中野二丁目) H10-H16 179,791 ( 9,091 ) 175,091 97.4 4,700 ( 300 ) 工事,補償

市単独道路新設改良事業(仲街道線） H10-H19 248,113 ( 12,713 ) 113,927 45.9 20,700 ( 1,100 ) 工事,設計

市単独道路新設改良事業
(新山下通り2号線）

H 6-H17 128,000 ( 17,100 ) 84,936 66.4 9,400 ( 500 ) 工事,補償

地方特定道路事業(上田四丁目3号線） H14-H18 121,778 ( 16,478 ) 4,453 3.7 30,000 ( 3,000 ) 用地

広域圏道路整備事業(四十四田鍋屋敷線） H11-H16 761,000 ( 76,100 ) 736,000 96.7 25,000 ( 2,500 ) 工事

広域圏道路整備事業
(本町通一丁目名乗沢2号線）

H11-H18 498,000 ( 49,800 ) 331,981 66.7 30,000 ( 3,000 ) 用地,補償

広域圏道路整備事業(東中野14号線) H10-H20 760,000 ( 76,000 ) 201,222 26.5 30,000 ( 3,000 ) 工事,補償

広域圏道路整備事業（西街道線） H5-H19 309,828 ( 15,528 ) 179,922 58.1 14,530 ( 730 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業
（クリーンセンター関連道路)

H14-H20 550,000 ( 27,500 ) 74,500 13.5 46,500 ( 2,400 ) 工事

広域圏道路整備事業（赤林横道線） H14-H19 765,000 ( 242,500 ) 105,000 13.7 80,000 ( 1,800 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業(釜淵谷地上野線) H14-H17 240,000 ( 85,000 ) 45,000 18.8 90,000 ( 5,200 ) 用地,補償

広域圏道路整備事業
(高松四丁目厨川一丁目1号線）

H11-H18 930,000 ( 298,000 ) 571,931 61.5 70,000 ( 1,600 )
用地,補償,
工事

事　　　　業　　　　名
全　体　事　業

～H15実施済
平成16年度当初予算額

（単位：千円）

資料３-１　平成16年度　事業費1億円以上の公共事業一覧
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年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

広域圏道路整備事業(稲荷町谷地頭線) H11-H18 2,426,091 ( 641,691 ) 1,903,091 78.4 160,000 ( 10,600 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業
(稲荷町谷地頭線；稲荷町工区)

H3-H17 109,193 ( 52,093 ) 52,793 48.3 21,100 ( 1,100 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業(津志田久保屋敷線) H14-H16 730,000 ( 73,000 ) 706,000 96.7 24,000 ( 2,400 ) 工事,補償

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；不来方橋) H10-H18 5,000,000 ( 1,776,850 ) 3,976,107 79.5 500,000 ( 151,100 ) 用地,工事

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；神子田Ⅰ) H14-H20 1,850,000 ( 706,900 ) 159,315 8.6 140,000 ( 40,500 ) 用地,補償

都市計画道路（開運橋大沢川原線） H10-H17 390,140 ( 390,140 ) 269,140 69.0 34,000 ( 3,400 ) 用地,補償

都市計画道路(上厨川谷地頭線；赤袰） H4-H17 1,863,090 ( 186,309 ) 1,798,090 96.5 45,000 ( 4,500 )
工事,用地,
補償

都市計画道路(盛岡駅青山線） H10-H18 1,520,000 ( 98,833 ) 332,730 21.9 40,000 ( 4,000 ) 工事,補償

都市計画道路(向中野東仙北線；東仙北Ⅱ） H6-H16 1,841,000 ( 647,765 ) 1,793,200 97.4 47,800 ( 10,800 ) 用地

都市計画道路(梨木町上米内線） H3-H16 4,341,165 ( 1,314,075 ) 4,156,165 95.7 185,000 ( 64,200 )
用地,補償,
工事

都市計画道路(梨木町上米内線；Ⅱ） H15-H21 5,700,000 ( 1,925,210 ) 61,180 1.1 100,000 ( 26,800 ) 用地,補償

都市計画道路(明治橋山岸線；Ⅱ） H11-H16 470,350 ( 47,035 ) 408,350 86.8 62,000 ( 6,200 )
用地,補償,
工事

都市計画道路(明治橋山岸線；Ⅲ） H15-H21 1,577,800 ( 157,780 ) 49,978 3.2 30,000 ( 3,000 ) 補償

交通安全施設等整備事業
(中ノ橋通り一丁目八幡町線）

H14-H19 548,300 ( 154,100 ) 3,400 0.6 40,000 ( 10,800 ) 用地,補償

盛岡駅地下自由通路整備事業 H11-H17 1,465,444 ( 487,694 ) 495,544 33.8 210,000 ( 63,000 ) 工事負担金

公営住宅建設事業 H10-H23 3,555,176 ( 544,075 ) 1,347,202 37.9 234,348 ( 614 ) 3号館建設

総合公園等整備事業(中央公園） S54-H24 16,950,000 ( 10,145,000 ) 11,559,757 68.2 93,500 ( 13,400 ) 工事

総合公園等整備事業(高松公園） S52-H20 8,600,000 ( 4,350,000 ) 1,987,506 23.1 84,000 ( 14,000 ) 用地

総合公園等整備事業(盛岡南公園） H5-H27 9,900,000 ( 9,296,250 ) 5,752,493 58.1 40,000 ( 5,000 ) 工事

総合公園等整備事業(小鹿公園） H14-H20 1,370,000 ( 188,900 ) 50,000 3.6 20,000 ( 2,500 ) 工事

コミュニテイ公園整備事業(浅岸地区） H16-H21 374,000 ( 269,100 ) 244,000 65.2 20,000 ( 2,500 ) 工事

コミュニテイ公園整備事業(盛岡南地区） H16-H25 3,581,000 ( 554,300 ) 0 0.0 150,000 ( 0 ) 公管金

都市緑地整備事業(高松緑地） H16-H25 2,194,919 ( 555,266 ) 238,593 10.9 30,900 ( 7,800 ) 造成,下水

都市緑地整備事業(水辺プラザ） H12-H21 192,705 ( 48,705 ) 46,405 24.1 16,700 ( 4,200 ) 工事

太田地区土地区画整理事業 H5-H30 24,360,000 ( 4,670,975 ) 7,741,885 31.8 803,507 ( 222,000 ) 整備

浅岸地区土地区画整理事業 S63-H23 13,572,000 ( 3,631,550 ) 11,999,983 88.4 185,400 ( 16,000 ) 整備

盛岡駅西口地区土地区画整理事業 H3-H24 32,924,000 ( 8,426,329 ) 25,231,101 76.6 914,377 ( 127,500 ) 整備

まちづくり総合支援事業 H3-H21 11,255,000 ( 3,209,167 ) 5,766,000 51.2 26,000 ( 8,500 ) 工事

道明地区土地区画整理事業 H13-H33 17,820,000 ( 2,291,107 ) 169,000 0.9 70,000 ( 16,500 ) 設計

都南中央第三地区土地区画整理事業 H11-H28 10,398,000 ( 2,012,100 ) 497,000 4.8 180,563 ( 31,000 ) 整備

盛岡南地区都市開発整備事業 H2-H23 29,625,713 ( 24,391,269 ) 9,486,225 32.0 1,126,514 ( 592,814 ) 整備

合併処理浄化槽整備事業 H4-H22 957,000 ( 319,000 ) 631,124 65.9 22,350 ( 7,450 ) 補助金

事　　　　業　　　　名
全　体　事　業

～H16実施済
平成17年度当初予算額

（単位：千円）

－58－



年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

急傾斜地崩壊対策事業 H8-　　 106,450 ( 24,450 ) 76,450 71.8 10,000 ( 4,000 ) 県負担金

普通河川改修事業 H3-　　 1,615,000 ( 1,615,000 ) 293,763 18.2 20,000 ( 1,000 ) 工事

都市基盤河川改修事業(南川) H5-H22 5,901,000 ( 196,700 ) 1,413,000 23.9 300,000 ( 10,000 ) 工事

準用河川改修事業(広川) H5-H23 420,000 ( 280,000 ) 174,600 41.6 7,200 ( 4,800 ) 工事

準用河川改修事業(木伏川） H4-H23 546,000 ( 364,000 ) 258,600 47.4 3,900 ( 2,600 ) 用地

準用河川改修事業(大葛川) H4-H23 408,000 ( 272,000 ) 159,300 39.0 3,900 ( 2,600 ) 設計

城北小学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H14-H17 1,288,414 ( 184,509 ) 638,699 49.6 258,633 ( 51,591 ) 工事ほか

黒石野中学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H15-H18 1,074,964 ( 149,742 ) 24,150 2.2 170,545 ( 23,669 ) 工事ほか

盛岡フューチャーネットプラン
(小中学校コンピューター整備）

H12-　　 - ( - ) 445,038 - 99,843 ( 99,843 ) リース

盛岡城跡保存整備事業 S59-H25 1,212,847 ( 402,757 ) 825,507 68.1 5,600 ( 2,870 ) 工事,調査

志波城跡用地取得事業(第2種地区) H10-H22 1,215,908 ( 165,654 ) 775,411 63.8 25,031 ( 5,007 ) 用地

志波城跡保存整備事業(第Ⅱ期) H12-H21 996,424 ( 165,886 ) 517,172 51.9 61,850 ( 16,045 ) 工事,管理

遺跡の広場整備事業 H11-H18 550,369 ( 138,469 ) 102,650 18.7 39,380 ( 180 ) 用地

プラネタリウム整備事業 H15-H16 337,050 ( 18,550 ) 74,000 22.0 263,050 ( 50 )

251,794,332 ( 93,814,879 ) 110,027,755 43.7 8,573,402 ( 2,066,871 )

２　特別会計等

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

農業集落排水事業 S62-H26 18,229,811 ( 1,892,745 ) 13,043,187 71.5 295,700 ( 14,850 ) 乙部第二

公共下水道事業 S28-H32 296,425,000 ( 12,087,630 ) 150,430,560 50.7 2,883,592 ( 302,192 ) 整備

市立病院敷地整備工事 H15-H17 200,000 ( 0 ) 3,250 1.6 120,000 ( 0 ) 工事

上水道安全対策事業 H15-H20 1,377,085 ( 0 ) 363,131 26.4 425,954 ( 0 ) 整備

簗川ダム取水事業 H4-H24 6,365,000 ( 0 ) 1,723,168 27.1 220,875 ( 0 ) 県負担金

配水管整備事業 H15-H20 9,522,630 ( 0 ) 1,216,777 12.8 1,033,413 ( 0 ) 整備

浄配水場施設整備事業 H15-H20 2,335,175 ( 0 ) 612,109 26.2 287,166 ( 0 ) 整備

水道水源水質保全促進事業
(涵養林保全,合併浄化槽）

H15-H20 215,394 ( 0 ) 27,511 12.8 43,367 ( 0 ) 保全,補助

334,670,095 ( 13,980,375 ) 167,419,693 50.0 5,310,067 ( 317,042 )

３　総　計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

586,464,427 ( 107,795,254 ) 277,447,448 47.3 13,883,469 ( 2,383,913 )

（注）全体事業費は現時点での変更見込金額で掲載しているものを含む。

一般会計　計

事　　　　業　　　　名
全　体　事　業

～H16実施済

～H16実施済

特別会計等　計

特別会計等　計

事　　　　業　　　　名
全　体　事　業

（単位：千円）

平成17年度当初予算額

平成17年度当初予算額

事　　　　業　　　　名
全　体　事　業

～H16実施済

（単位：千円）

（単位：千円）

平成17年度当初予算額
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１　一般会計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

盛岡西消防署城西出張所庁舎建設事業 H16-H19 395,154 ( 114,654 ) 48,548 12.3 21,338 ( 5,338 ) 用地

青山新駅設置事業 H15-H17 352,932 ( 162,032 ) 96,402 27.3 256,530 ( 65,630 ) 設計,工事

ＩＧＲいわて銀河鉄道経営安定化基金事業 H15-H19 155,925 ( 155,925 ) 62,370 40.0 31,185 ( 31,185 ) 負担金

廃棄物処分場整備事業 H12-H19 3,187,877 ( 477,477 ) 388,485 12.2 1,092,543 ( 643 ) 工事

旧競馬場跡地整備事業（環境ｿﾞｰﾝ) H15-H20 1,381,922 ( 301,722 ) 214,198 15.5 121,643 ( 43 ) 用地,下水

しらたき学園改築事業 H14-H16 509,750 ( 134,237 ) 501,357 98.4 0 ( 0 ) 事業終了

旧競馬場跡地整備事業(各種ｾﾝﾀｰ整備） H14-H19 614,400 ( 29,160 ) 265,860 43.3 160,752 ( 52 )
用地,
下水

太田地区圃場整備事業 S60-H16 228,198 ( 228,198 ) 228,313 100.1 0 ( 0 ) 事業終了

飯岡第一地区圃場整備事業 H1-H20 621,428 ( 621,428 ) 441,204 71.0 61,804 ( 61,804 ) 補助金

太田西部地区土地改良総合整備事業 H9-H29 231,750 ( 231,750 ) 46,172 19.9 15,040 ( 15,040 ) 補助金

ふるさと農道緊急整備事業 H9-H16 139,500 ( 14,000 ) 138,901 99.6 0 ( 0 ) 事業終了

盛岡南部地区土地改良事業協議会
負担金

H7-H29 194,485 ( 194,485 ) 32,600 16.8 13,193 ( 13,193 ) 負担金

国営盛岡南部地区土地改良事業負担金 H11-H27 888,217 ( 888,217 ) 279,013 31.4 1,710 ( 1,710 ) 負担金

盛岡西部地区畑地帯
総合土地改良事業負担金

H7-H18 154,498 ( 20,398 ) 133,305 86.3 19,339 ( 1,939 ) 県負担金

盛岡西部地区広域営農団地
農道整備事業負担金

S60-H18 152,480 ( 17,880 ) 35,300 23.2 11,340 ( 1,140 ) 県負担金

土地改良維持管理適正化事業補助金 S60-H16 121,379 ( 121,379 ) 118,379 97.5 5,470 ( 5,470 ) 補助金

農免林道(鬼ヶ瀬線)整備事業 H14-H23 235,337 ( 19,539 ) 76,703 32.6 17,280 ( 1,148 ) 工事

岩山2号線消雪施設整備事業 H15-H19 137,140 ( 59,140 ) 73,140 53.3 50,000 ( 20,000 ) 工事

市道新設改良事業(つなぎ32号線ほか5） H10-H18 892,000 ( 259,300 ) 709,000 79.5 165,000 ( 21,400 ) 工事

市単独道路新設改良事業(長橋町中堤線） H16-H19 124,000 ( 6,300 ) 5,500 4.4 7,000 ( 400 ) 設計,用地

市単独道路新設改良事業(中野二丁目) H10-H16 179,791 ( 9,091 ) 179,791 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

市単独道路新設改良事業(仲街道線） H10-H19 248,113 ( 12,713 ) 128,775 51.9 18,950 ( 950 ) 工事,設計

市単独道路新設改良事業
(新山下通り2号線）

H 6-H17 128,000 ( 6,500 ) 93,734 73.2 18,000 ( 900 ) 工事,補償

地方特定道路事業(上田四丁目3号線） H14-H19 117,000 ( 11,700 ) 41,253 35.3 10,000 ( 1,000 ) 用地

市単独道路新設改良事業(大沢馬場線） Ｈ16-Ｈ21 360,000 ( 18,200 ) 116,640 32.4 12,000 ( 600 ) 工事

市単独道路新設改良事業
（旧競馬場関連道路）

Ｈ14-Ｈ27 750,000 ( 37,700 ) 33,750 4.5 38,086 ( 86 ) 工事,用地

市単独道路新設改良事業(南堀越線） H4-休止 360,000 ( 18,000 ) 258,398 71.8 0 ( 0 ) 事業休止

（単位：千円）

平成17年度当初予算額
事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H16実施済

資料３-２　平成17年度　事業費1億円以上の公共事業一覧
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年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

広域圏道路整備事業(四十四田鍋屋敷線） H11-H16 761,000 ( 76,100 ) 761,000 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

広域圏道路整備事業
(本町通一丁目名乗沢2号線）

H11-H18 527,434 ( 53,234 ) 412,524 78.2 45,000 ( 4,500 ) 用地,補償

広域圏道路整備事業(東中野14号線) H10-H20 760,000 ( 76,000 ) 231,222 30.4 6,000 ( 600 ) 工事,補償

広域圏道路整備事業（西街道線） H5-H19 306,528 ( 15,428 ) 194,452 63.4 10,000 ( 500 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業
（クリーンセンター関連道路)

H14-H20 800,000 ( 40,000 ) 121,000 15.1 64,725 ( 3,325 ) 工事

広域圏道路整備事業（赤林横道線） H14-H19 765,000 ( 242,500 ) 185,000 24.2 35,000 ( 1,350 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業(釜淵谷地上野線) H14-H17 240,000 ( 85,000 ) 135,000 56.3 10,000 ( 300 ) 用地,補償

広域圏道路整備事業
(高松四丁目厨川一丁目1号線）

H11-H18 865,431 ( 144,106 ) 641,931 74.2 124,000 ( 4,100 )
用地,補償,
工事

広域圏道路整備事業(稲荷町谷地頭線) H12-H18 1,850,869 ( 273,087 ) 1,415,869 76.5 120,000 ( 10,100 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業
(稲荷町谷地頭線；稲荷町工区)

H3-H18 123,000 ( 68,700 ) 119,652 97.3 24,000 ( 1,200 ) 用地,工事

広域圏道路整備事業(津志田久保屋敷線) H14-H16 722,800 ( 72,300 ) 722,800 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；不来方橋) H10-H18 5,000,000 ( 931,850 ) 4,532,107 90.6 333,900 ( 33,950 ) 用地,工事

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；神子田Ⅰ) H14-H20 1,850,000 ( 763,850 ) 300,315 16.2 65,000 ( 29,250 ) 用地,補償

都市計画道路（開運橋大沢川原線） H10-H17 380,000 ( 38,100 ) 280,640 73.9 40,000 ( 4,000 ) 用地,補償

都市計画道路(上厨川谷地頭線；赤袰） H4-H17 1,855,576 ( 185,576 ) 1,855,576 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

都市計画道路(盛岡駅青山線） H10-H18 1,520,000 ( 204,550 ) 332,944 21.9 400,000 ( 114,550 ) 工事,補償

都市計画道路(向中野東仙北線；東仙北Ⅱ） H6-H16 1,841,000 ( 647,765 ) 1,841,000 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

都市計画道路(梨木町上米内線） H3-H16 4,319,365 ( 1,256,725 ) 4,319,165 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

都市計画道路(梨木町上米内線；Ⅱ） H15-H21 5,700,000 ( 1,925,210 ) 115,180 2.0 200,000 ( 72,500 ) 用地,補償

都市計画道路(明治橋山岸線；Ⅱ） H11-H16 470,350 ( 47,035 ) 470,350 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

都市計画道路(明治橋山岸線；Ⅲ） H15-H21 1,577,800 ( 157,780 ) 77,178 4.9 25,900 ( 2,600 ) 補償

交通安全施設等整備事業
(中ノ橋通り一丁目八幡町線）

H14-H22 723,016 ( 43,766 ) 13,016 1.8 35,000 ( 1,350 ) 用地,補償

盛岡駅地下自由通路整備事業 H11-H17 855,544 ( 260,544 ) 705,544 82.5 150,000 ( 45,000 ) 工事負担金

公営住宅建設事業 H10-H23 2,897,485 ( 293,324 ) 1,581,550 54.6 123,506 ( 2,136 ) 3号館建設

総合公園等整備事業(中央公園） S54-H24 16,950,000 ( 10,145,000 ) 11,586,625 68.4 144,000 ( 11,000 ) 工事

総合公園等整備事業(高松公園） S52-H20 8,600,000 ( 4,350,000 ) 2,071,506 24.1 75,000 ( 5,000 ) 用地

総合公園等整備事業(盛岡南公園） H5-H27 9,900,000 ( 9,296,250 ) 5,792,493 58.5 20,000 ( 1,000 ) 工事

総合公園等整備事業(小鹿公園） H14-H20 1,370,000 ( 188,900 ) 90,854 6.6 20,000 ( 1,000 ) 工事

（単位：千円）

平成17年度当初予算額
事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H16実施済
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年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

コミュニテイ公園整備事業(浅岸地区） H16-H21 374,000 ( 269,100 ) 244,000 65.2 20,000 ( 1,000 ) 工事

コミュニテイ公園整備事業(盛岡南地区） H16-H25 3,581,000 ( 0 ) 99,000 2.8 199,000 ( 0 ) 公管金

都市緑地整備事業(高松緑地） H15-H21 2,194,919 ( 551,119 ) 260,101 11.9 0 ( 0 ) 事業休止

都市緑地整備事業(水辺プラザ） H12-休止 192,705 ( 48,705 ) 61,105 31.7 0 ( 0 ) 事業休止

太田地区土地区画整理事業 H5-H30 24,360,000 ( 4,670,975 ) 8,545,392 35.1 723,944 ( 165,400 ) 整備

浅岸地区土地区画整理事業 S63-H23 13,572,000 ( 3,631,550 ) 12,185,383 89.8 221,512 ( 19,800 ) 整備

盛岡駅西口地区土地区画整理事業 H3-H24 32,924,000 ( 17,151,800 ) 26,136,342 79.4 886,432 ( 52,500 ) 整備

まちづくり総合支援事業 H3-H21 8,104,000 ( 5,248,200 ) 5,787,000 71.4 0 ( 0 ) 事業休止

道明地区土地区画整理事業 H13-H27 17,820,000 ( 2,291,107 ) 239,000 1.3 32,000 ( 0 ) 設計

都南中央第三地区土地区画整理事業 H11-H26 10,398,000 ( 2,012,100 ) 678,202 6.5 160,000 ( 550 ) 整備

盛岡南地区都市開発整備事業 H2-H22 29,625,713 ( 24,391,269 ) 10,582,543 35.7 1,119,712 ( 302,824 ) 整備

浄化槽整備事業 H4-H22 957,000 ( 319,000 ) 651,257 68.1 17,068 ( 5,832 ) 補助金

急傾斜地崩壊対策事業 H8-　　 106,450 ( 24,450 ) 86,950 81.7 12,600 ( 2,600 ) 県負担金

普通河川改修事業 H3-　　 1,615,000 ( 1,615,000 ) 310,049 19.2 15,240 ( 840 ) 工事

都市基盤河川改修事業(南川) H5-H22 5,901,000 ( 196,700 ) 1,695,000 28.7 300,000 ( 10,000 ) 工事

準用河川改修事業(広川) H5-H23 420,000 ( 280,000 ) 181,800 43.3 4,380 ( 2,920 ) 工事

準用河川改修事業(木伏川） H4-H23 546,000 ( 364,000 ) 262,500 48.1 2,520 ( 1,680 ) 用地

準用河川改修事業(大葛川) H4-H23 408,000 ( 272,000 ) 163,200 40.0 5,100 ( 3,400 ) 設計

城北小学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H14-H17 1,288,414 ( 184,509 ) 824,604 64.0 0 ( 0 )
継続事業
工事ほか

黒石野中学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H15-H19 1,074,964 ( 149,742 ) 147,454 13.7 10,000 ( 10,000 ) 工事ほか

盛岡フューチャーネットプラン
(小中学校コンピューター整備）

H12-　　 - ( - ) 545,187 - 98,531 ( 98,531 ) リース

（仮称）松園公民館整備事業 Ｈ16-Ｈ19 600,000 ( 125,000 ) 993 0.2 16,000 ( 16,000 ) 設計

盛岡城跡保存整備事業 S59-H25 1,192,817 ( 390,034 ) 831,107 69.7 3,350 ( 1,675 ) 工事,調査

志波城跡用地取得事業(第2種地区) H10-H24 1,230,789 ( 168,633 ) 800,442 65.0 10,441 ( 2,089 ) 用地

志波城跡保存整備事業(第Ⅱ期) H12-H22 891,559 ( 75,859 ) 527,309 59.1 48,450 ( 6,150 ) 工事,管理

遺跡の広場整備事業 H11-H18 559,107 ( 109,407 ) 142,030 25.4 118,817 ( 217 ) 用地

プラネタリウム整備事業 H15-H16 337,050 ( 18,550 ) 337,050 100.0 0 ( 0 ) 事業終了

246,667,961 ( 100,612,614 ) 117,978,584 47.8 8,244,331 ( 1,302,990 )

平成17年度当初予算額
事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H16実施済

（単位：千円）

一般会計　計
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２　特別会計等

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

農業集落排水事業 S62-H26 18,229,811 ( 1,892,745 ) 13,342,567 73.2 400,544 ( 7,875 ) 乙部第二

汚水管整備事業（公共下水） S28-H32 170,867,000 ( 5,809,630 ) 104,979,450 61.4 1,640,532 ( 207,962 ) 整備

雨水管整備事業（公共下水） S28-H32 125,558,000 ( 6,278,000 ) 48,152,375 38.4 865,214 ( 80,214 ) 整備

市立病院敷地整備工事 H15-H18 200,000 ( 0 ) 124,000 62.0 0 ( 0 ) 事業休止

簗川ダム取水事業 H4-H24 1,723,168 ( 0 ) 1,723,168 100.0 0 ( 0 ) 事業終了
負担金支出

上水道安全対策事業 H8-H26 1,745,936 ( 0 ) 356,090 20.4 55,841 ( 0 ) 整備

配水管整備事業 H8-H26 9,405,198 ( 0 ) 650,518 6.9 809,562 ( 0 ) 整備

水道水源水質保全促進事業
(涵養林保全,合併浄化槽）

H8-H26 321,225 ( 0 ) 10,834 3.4 89,578 ( 0 ) 整備

浄配水場施設整備事業 H8-H26 5,773,088 ( 0 ) 257,153 4.5 261,560 ( 0 ) 保全,補助

鉛製給水管更新事業 H15-H26 2,081,142 ( 0 ) 296,076 14.2 180,815 ( 0 ) 整備

335,904,568 ( 13,980,375 ) 169,892,231 50.6 81,800 ( 81,800 )

３　総　計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

582,572,529 ( 114,592,989 ) 287,870,815 49.4 8,326,131 ( 1,384,790 )

（注）全体事業費は現時点での変更見込金額で掲載しているものを含む。

（単位：千円）

（単位：千円）

平成17年度当初予算額

平成17年度当初予算額

特別会計等　計

特別会計等　計

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H16実施済

～H16実施済
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１　一般会計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

盛岡西消防署城西出張所庁舎建設事業 H16-H19 387,754 ( 112,954 ) 62,672 16.2 300,452 ( 84,252 ) 工事

本宮地区活動センター移転改築事業 H17-H19 220,413 ( 30,125 ) 2,315 1.1 206,443 ( 27,810 ) 工事

廃棄物処分場整備事業 H12-H19 3,029,033 ( 472,426 ) 1,336,528 44.1 1,185,652 ( 296,752 ) 工事

旧競馬場跡地整備事業（環境ｿﾞｰﾝ) H15-H20 1,380,507 ( 270,607 ) 316,531 22.9 57,183 ( 14,383 ) 用地

本宮児童センター移転改築事業 H17-H19 115,727 ( 14,977 ) 1,083 0.9 106,092 ( 13,894 ) 工事

本宮保育園移転改築事業 H17-H19 193,914 ( 6,443 ) 2,191 1.1 178,728 ( 6,016 ) 工事

旧盛岡競馬場跡地複合施設整備事業 H14-H19 614,400 ( 29,160 ) 374,842 61.0 109,449 ( 10,949 )
用地,
上下水

（仮称）盛岡市産学官連携研修センター
整備事業

H17-H18 602,075 ( 36,975 ) 14,700 2.4 587,375 ( 22,275 )
工事，備品
ほか

飯岡第一地区ほ場整備事業 H1-H20 970,800 ( 970,800 ) 850,200 87.6 57,136 ( 57,136 ) 補助金

太田西部地区土地改良総合整備事業 H9-H29 231,750 ( 231,750 ) 60,923 26.3 15,049 ( 15,049 ) 補助金

盛岡南部地区土地改良事業協議会
負担金

H7-H29 253,222 ( 253,222 ) 72,353 28.6 15,073 ( 15,073 ) 負担金

国営盛岡南部地区土地改良事業 H11-H26 785,538 ( 371,538 ) 773,076 98.4 1,496 ( 1,496 ) 補助金

盛岡西部地区畑地帯
総合土地改良事業負担金

H7-H18 147,668 ( 15,994 ) 142,290 96.4 5,378 ( 1,378 ) 県負担金

盛岡西部地区広域営農団地
農道整備事業負担金

S60-H21 1,211,635 ( 88,435 ) 1,114,885 92.0 13,283 ( 1,283 ) 県負担金

土地改良維持管理適正化事業 S60-H27 184,118 ( 155,750 ) 116,863 63.5 701 ( 701 ) 補助金

農免林道(鬼ヶ瀬線)整備事業 H14-H23 230,400 ( 15,130 ) 59,328 25.8 17,280 ( 1,148 ) 工事

県営かんがい排水事業門前寺地区補助金 H6-H30 117,242 ( 117,242 ) 52,798 45.0 7,734 ( 7,734 ) 補助金

岩山２号線消雪施設整備事業 H15-H19 284,140 ( 59,140 ) 129,140 45.4 77,000 ( 1,600 ) 工事

青山新駅設置事業 H15-H17 346,710 ( 169,003 ) 346,710 100.0 0 ( 0 ) 設計,工事

ＩＧＲいわて銀河鉄道経営安定化基金事業 H15-H19 197,175 ( 197,175 ) 118,305 60.0 39,435 ( 39,435 ) 負担金

市道新設改良事業(つなぎ32号線ほか5） H10-H17 874,000 ( 205,800 ) 874,000 100.0 0 ( 0 )

市単独道路新設改良事業(中堤町長橋町線） H16-H17 14,400 ( 800 ) 14,400 100.0 0 ( 0 )

市単独道路新設改良事業(仲街道線） H10-H20 248,118 ( 12,518 ) 154,883 62.4 28,000 ( 1,400 ) 工事,設計

市単独道路新設改良事業
(新山下通り2号線）

H 6-H18 125,786 ( 6,386 ) 102,386 81.4 23,400 ( 1,200 ) 工事

地方特定道路事業(上田四丁目3号線） H14-H18 103,555 ( 15,535 ) 53,555 51.7 50,000 ( 5,000 ) 工事,用地

市単独道路新設改良事業(大沢馬場線） Ｈ16-Ｈ22 360,000 ( 18,200 ) 130,597 36.3 35,000 ( 1,800 )
工事,設計,
補償

市単独道路新設改良事業
（旧競馬場関連道路）

Ｈ14-Ｈ27 750,000 ( 27,804 ) 95,958 12.8 266,118 ( 13,318 ) 工事,用地

市単独道路新設改良事業(南堀越線） H4-休止 360,000 ( 18,000 ) 258,398 71.8 0 ( 0 )

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H17実施済

（単位：千円）

平成18年度当初予算額

資料３-３　平成18年度　事業費１億円以上の公共事業一覧
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年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

広域圏道路整備事業
(本町通一丁目名乗沢2号線）

H 9-H18 516,534 ( 50,434 ) 450,534 87.2 66,000 ( 6,600 )
工事,用地,
補償,測試

広域圏道路整備事業(東中野14号線) H10-H25 760,000 ( 74,061 ) 229,711 30.2 20,000 ( 2,000 ) 用地,補償

広域圏道路整備事業（西街道線） H5-H20 306,528 ( 15,528 ) 206,022 67.2 30,000 ( 1,500 )
工事,用地,
補償

広域圏道路整備事業
（クリーンセンター関連道路)

H14-H20 830,000 ( 56,900 ) 161,725 19.5 100,000 ( 2,300 ) 工事

広域圏道路整備事業（赤林横道線） H14-H21 765,000 ( 390,530 ) 278,400 36.4 20,000 ( 700 ) 用地

広域圏道路整備事業(釜淵谷地上野線) H14-H19 239,800 ( 33,690 ) 159,600 66.6 5,000 ( 150 ) 工事

広域圏道路整備事業
(高松四丁目厨川一丁目1号線）

H11-H18 821,531 ( 53,291 ) 741,531 90.3 80,000 ( 2,300 )
用地,補償,
工事

広域圏道路整備事業(稲荷町谷地頭線) H12-H18 1,689,269 ( 256,477 ) 1,544,269 91.4 145,000 ( 14,500 )
用地,工事
,補償

広域圏道路整備事業
(稲荷町谷地頭線；稲荷町工区)

H3-H18 119,500 ( 68,215 ) 107,300 89.8 12,200 ( 700 ) 工事

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；不来方橋) H10-H18 5,050,147 ( 1,030,322 ) 4,895,147 96.9 155,000 ( 3,250 ) 工事,補償

都市計画道路(盛岡駅南大橋線；神子田Ⅰ) H14-H20 1,854,900 ( 763,850 ) 350,900 18.9 100,000 ( 3,200 )
用地,補償,
工事

都市計画道路（開運橋大沢川原線） H10-H18 392,355 ( 39,255 ) 357,355 91.1 35,000 ( 3,500 ) 工事,補償

都市計画道路(盛岡駅青山線） H 9-H19 1,607,944 ( 204,550 ) 732,944 45.6 560,000 ( 47,800 ) 工事,補償

都市計画道路(梨木町上米内線；Ⅱ） H15-H21 5,707,400 ( 1,925,210 ) 291,400 5.1 250,000 ( 7,500 ) 用地,補償

都市計画道路(明治橋山岸線；Ⅲ） H15-H21 1,570,000 ( 157,000 ) 89,943 5.7 70,000 ( 7,000 )
工事,用地,
補償

交通安全施設等整備事業
(中ノ橋通り一丁目八幡町線）

H14-H22 723,016 ( 39,816 ) 39,016 5.4 100,000 ( 2,700 ) 工事,補償

盛岡駅地下自由通路整備事業 H10-H17 855,544 ( 234,344 ) 855,544 100.0 0 ( 0 )

交通安全施設等整備事業
（厨川駅地下自由通路）

H17-H22 668,925 ( 25,425 ) 8,925 1.3 30,000 ( 800 ) 設計

市単独道路新設改良事業
(舟田下田線（舟田工区））

H17-H21 134,000 ( 7,600 ) 0 0.0 22,000 ( 1,100 ) 用地

広域圏道路整備事業（渋民鶴飼線） H13-H18 542,600 ( 33,270 ) 352,600 65.0 190,000 ( 4,300 ) 工事,用地

広域圏道路整備事業（渋民門前寺線） H17-H18 108,400 ( 10,280 ) 8,400 7.7 100,000 ( 10,000 ) 工事,用地

交通安全施設等整備事業（舟田下田線） H17-H21 223,000 ( 6,000 ) 27,000 12.1 58,000 ( 1,400 ) 工事,用地

交通安全施設等整備事業（好摩永井線） H17-H22 530,000 ( 12,900 ) 30,000 5.7 80,000 ( 1,800 ) 工事,用地

交通安全施設等整備事業（好摩駅連絡線） H17-H21 400,000 ( 33,450 ) 25,000 6.3 50,000 ( 1,200 ) 工事,用地

公営住宅建設事業 H10-H23 2,920,391 ( 269,697 ) 1,734,604 59.4 175,911 ( 1,836 ) 4号館建設

総合公園等整備事業(中央公園） S54-H24 16,950,000 ( 10,145,000 ) 11,729,238 69.2 137,219 ( 8,619 ) 工事，用地

総合公園等整備事業(高松公園） S52-H20 8,600,000 ( 4,350,000 ) 2,146,506 25.0 49,200 ( 16,000 ) 用地

総合公園等整備事業(盛岡南公園） H5-H27 9,900,000 ( 9,296,250 ) 5,812,493 58.7 40,000 ( 2,000 ) 工事

総合公園等整備事業(小鹿公園） H14-休止 1,370,000 ( 188,900 ) 112,256 8.2 0 ( 0 ) H18は休止

コミュニテイ公園整備事業(浅岸地区） H16-H21 374,000 ( 269,100 ) 264,000 70.6 46,000 ( 2,300 ) 工事

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H17実施済

平成18年度当初予算額

（単位：千円）
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年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

コミュニテイ公園整備事業(盛岡南地区） H16-H25 3,581,000 ( 554,300 ) 220,150 6.1 219,000 ( 0 ) 公管金

都市緑地整備事業(高松緑地） H15-H21 2,194,919 ( 551,119 ) 260,101 11.9 30,437 ( 7,637 ) 負担金，用地

都市緑地整備事業(水辺プラザ） H12-休止 192,705 ( 48,705 ) 61,117 31.7 0 ( 0 ) H17から休止

太田地区土地区画整理事業 H5-H30 24,360,000 ( 4,670,975 ) 9,183,107 37.7 786,198 ( 250 ) 整備

浅岸地区土地区画整理事業 S63-H23 13,572,000 ( 3,631,550 ) 12,380,985 91.2 236,749 ( 0 ) 整備

盛岡駅西口地区都市整備事業 H3-H28 41,532,500 ( 8,649,450 ) 28,718,724 69.1 1,039,922 ( 17,716 ) 整備

道明地区土地区画整理事業 H13-H27 17,820,000 ( 2,291,107 ) 270,000 1.5 32,000 ( 0 ) 設計

都南中央第三地区土地区画整理事業 H11-H26 10,398,000 ( 2,012,100 ) 843,363 8.1 160,000 ( 50 ) 整備

盛岡南地区都市開発整備事業 H3-H22 29,625,713 ( 24,391,269 ) 11,809,647 39.9 1,102,376 ( 275,696 ) 整備

渋民地区土地区画整理事業 H4-H19 767,236 ( 281,000 ) 547,236 71.3 124,000 ( 70,000 )
県負担金・
組合補助金

浄化槽整備事業 H4-H32 1,358,441 ( 454,753 ) 976,820 71.9 30,039 ( 10,013 ) 補助金

急傾斜地崩壊対策事業 H8-　　 106,450 ( 24,450 ) 86,950 81.7 1,000 ( 1,000 ) 県負担金

普通河川改修事業 H3-　　 1,615,000 ( 1,615,000 ) 312,691 19.4 20,000 ( 1,000 ) 工事

都市基盤河川改修事業(南川) H5-H22 5,901,000 ( 196,700 ) 1,983,000 33.6 300,000 ( 10,000 ) 工事ほか

準用河川改修事業(広川) H5-H23 420,000 ( 280,000 ) 181,200 43.1 2,100 ( 1,400 ) 工事

準用河川改修事業(木伏川） H4-H23 546,000 ( 364,000 ) 273,300 50.1 3,000 ( 2,000 ) 工事

準用河川改修事業(大葛川) H4-H23 408,000 ( 272,000 ) 165,000 40.4 9,900 ( 6,600 ) 工事

繋小学校校舎等増改築事業 H15-H21 709,282 ( 68,321 ) 6,671 0.9 34,760 ( 13,560 ) 設計・工事

城北小学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H13-H17 1,062,174 ( 112,752 ) 1,062,174 100.0 0 ( 0 )

黒石野中学校校舎改造事業
(大規模改造,耐震補強)

H15-H19 873,539 ( 66,336 ) 418,708 47.9 0 ( 0 )

盛岡フューチャーネットプラン
(小中学校コンピューター整備）

H12-　　 - ( - ) 706,431 - 100,648 ( 100,648 ) リース

渋民小学校施設整備事業 Ｈ17～Ｈ21 1,541,242 ( 110,208 ) 167,743 10.9 399,373 ( 43,513 ) 工事

（仮称）松園公民館整備事業 Ｈ16-Ｈ19 653,179 ( 105,979 ) 16,079 2.5 48,800 ( 21,500 ) 工事

盛岡城跡保存整備事業 S59-H28 1,192,817 ( 390,034 ) 831,107 69.7 3,280 ( 1,709 ) 工事,調査

志波城跡用地取得事業(第2種地区) H10-H26 1,300,779 ( 178,370 ) 810,881 62.3 22,273 ( 4,456 ) 用地

志波城跡保存整備事業(第Ⅱ期) H12-H22 880,526 ( 68,126 ) 575,726 65.4 75,450 ( 9,550 ) 工事ほか

遺跡の広場整備事業(第Ⅰ期） H11-H18 377,775 ( 40,675 ) 260,847 69.0 116,928 ( 1,528 ) 用地,工事

243,861,141 ( 85,394,513 ) 114,504,031 47.0 11,008,220 ( 1,397,963 )一般会計　計

（単位：千円）

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H17実施済

平成18年度当初予算額
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２　特別会計等

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

旧市場跡地整備事業 H16-H18 742,779 ( 742,779 ) 600,547 80.9 150,064 ( 150,064 ) 工事

農業集落排水事業 S62-H17 18,229,811 ( 1,892,745 ) 13,621,763 100.0 0 ( 0 )
６地区
整備済み

汚水管整備事業（公共下水） S28-H32 180,054,000 ( 6,243,630 ) 109,922,215 61.0 1,997,897 ( 191,407 ) 整備

雨水管整備事業（公共下水） S28-H32 125,558,000 ( 6,278,000 ) 48,841,012 38.9 630,524 ( 48,744 ) 整備

合流式下水道緊急改善事業 H17-H26 5,200,000 ( 260,000 ) 57,500 1.1 100,000 ( 5,000 ) 整備

市立病院敷地整備工事 H15-休止 200,000 ( 0 ) 124,000 62.0 0 ( 0 ) 工事

上水道安全対策事業 H16-H26 1,514,502 ( 378,625 ) 416,683 27.5 41,000 ( 12,000 ) 工事

未給水解消事業 H16-H26 630,300 ( 0 ) 147,290 23.4 26,200 ( 0 ) 工事

能力増強事業 H16-H26 1,065,300 ( 0 ) 185,250 17.4 91,000 ( 0 ) 工事

経年管対策（更新）事業 H16-H26 1,582,800 ( 0 ) 203,066 12.8 171,000 ( 0 ) 工事

鉛製給水管更新事業 H15-H26 1,800,000 ( 0 ) 442,962 24.6 150,000 ( 0 ) 工事

水道水源水質保全促進事業
（涵養林保全，合併浄化槽）

H16-H26 321,225 ( 0 ) 73,688 22.9 10,056 ( 0 ) 整備，補助金

浄配水場施設整備事業 H16-H26 5,417,399 ( 0 ) 428,753 7.9 253,200 ( 0 ) 工事

342,316,116 ( 15,795,779 ) 175,064,729 51.1 3,620,941 ( 407,215 )

３　総　計

年度 事業費 ( 一般財源 )
事業費

％ 事業費 ( 一般財源 ) 事業内容

586,177,257 ( 101,190,292 ) 289,568,760 49.4 14,629,161 ( 1,805,178 )

～H17実施済

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業
～H17実施済

総　　　　　　　　計

特別会計等　計

事　　　　業　　　　名

全　体　事　業

平成18年度当初予算額

平成18年度当初予算額

（単位：千円）

（単位：千円）
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NO. 施設名 指定管理者 担当課

1 有線テレビジョン放送施設（テレビ都南） （株）めんこいエンタープライズ 広聴広報課

2 仙北地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

3 中野地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

4 みたけ地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

5 太田地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

6 土淵地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

7 つなぎ地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

8 緑が丘地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

9 山岸地区活動センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

10 青山地区活動センター

11 青山老人福祉センター

12 厨川地区活動センター

13 厨川老人福祉センター

14 厨川児童センター

15 松園地区活動センター

16 松園老人福祉センター

17 松園児童センター

18 加賀野地区活動センター

19 加賀野老人福祉センター

20 加賀野児童センター

21 本宮地区活動センター

22 本宮老人福祉センター

23 本宮児童センター

24 もりおか女性センター (特活)参画プランニング・いわて 男女参画国際課

25 新庄墓園

26 青山墓園

27 余熱利用健康増進センター〔ゆぴあす〕 (株)クリタス仙台支店 クリーンセンター

28 愛宕山老人福祉センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

29 杜陵老人福祉センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

30 西厨川老人福祉センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

31 つなぎ老人憩いの家 (社福)盛岡市社会福祉事業団

32 西青山老人憩いの家 (社福)盛岡市社会福祉事業団

33 高松老人憩いの家 (社福)盛岡市社会福祉事業団

34 山岸老人憩いの家 (社福)盛岡市社会福祉事業団

35 川目老人福祉センター

36 川目児童センター

37 北厨川老人福祉センター

38 北厨川児童センター

39 仁王老人福祉センター

40 仁王児童センター

41 山王老人福祉センター

42 山王児童センター

43 桜城老人福祉センター

44 桜城児童センター

45 山岸老人福祉センター

46 山岸児童センター

47 上田老人福祉センター

48 上田児童センター

市民活動推進課

市民活動推進課
地域福祉課

環境企画課

地域福祉課

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(株)北東北開発

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

資料４　指定管理者制度導入施設一覧（H19.10.05現在）
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NO. 施設名 指定管理者 担当課

49 大慈寺老人福祉センター

50 大慈寺児童センター

51 下太田老人福祉センター

52 下太田児童センター

53 緑が丘老人福祉センター

54 緑が丘児童センター

55 仙北老人福祉センター

56 仙北児童センター

57 上米内老人福祉センター

58 上米内児童センター

59 北松園老人福祉センター

60 北松園児童センター

61 上堂老人福祉センター

62 上堂児童センター

63 世代交流センター

64 見前児童センター

65 青山児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

66 大新児童館 (社福)盛岡市社会福祉事業団

67 杜陵児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

68 みたけ児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

69 城西児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

70 河北児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

71 高松児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

72 上飯岡児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

73 津志田児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

74 湯沢児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

75 月が丘児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

76 手代森児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

77 永井児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

78 乙部児童センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

79 巻堀児童館 (社福)盛岡市社会福祉協議会

80 日戸児童館 (社福)盛岡市社会福祉協議会

81 好摩児童館 (社福)盛岡市社会福祉協議会

82 生出児童館 (社福)盛岡市社会福祉協議会

83 渋民児童館 (社福)盛岡市社会福祉協議会

84 地域福祉センター (社福)盛岡市社会福祉事業団
地域福祉課
障害福祉課
介護高齢福祉課

85 太田老人福祉センター

86 軽費老人ホーム「けやき荘」

87 都南老人福祉センター

88 都南サイクリングターミナル

89 都南つどいの森

90 乙部老人福祉センター

91 乙部運動広場

92 知的障害児通園施設〔ひまわり学園〕 (社福)盛岡市社会福祉事業団

93 知的障害者授産施設〔しらたき工房〕

94 知的障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ〔ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰしらたき〕

95 身体障害者福祉センター (社福)盛岡市社会福祉事業団

96 母子生活支援施設〔かつら荘〕 (社福)盛岡市社会福祉事業団 児童福祉課

障害福祉課

地域福祉課
生涯学習スポーツ課

地域福祉課
雇用労政課
林政課

地域福祉課
介護高齢福祉課

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

地域福祉課

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(財)盛岡市都南自治振興公社

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団

(社福)盛岡市社会福祉事業団
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NO. 施設名 指定管理者 担当課

97 中央通勤労青少年ホーム (社福)盛岡市社会福祉事業団

98 勤労福祉会館 (社)盛岡市シルバー人材センター

99 都南勤労福祉会館 盛岡商工会議所

100
中高年齢者勤労福祉センター
〔サンライフ盛岡〕

(特活)アイディング

101 観光文化交流センター〔プラザおでって〕

102 もりおか啄木・賢治青春館

103 砂子沢生活改善センター 砂子沢自治振興会

104 庄ケ畑地区振興センター 庄ケ畑町内会

105 大葛地区振興センター 大葛自治会

106 中津川地区振興センター 中津川振興会

107 銭掛地区振興センター 銭掛自治会

108 簗川地区振興センター 簗川自治振興会

109 上米内地区振興センター 上米内地区振興センター管理運営委員会

110 外山森林公園 盛岡市森林組合 林政課

111 盛岡駅前自転車駐車場 盛岡駅前東口振興会 道路管理課

112 岩手公園地下駐車場

113 マリオス立体駐車場

114 盛岡駅西口地区駐車場

115 高松公園 大平建設株式会社

116 動物公園 (財)盛岡市動物公園公社

117 岩手公園〔盛岡城跡公園〕 (特活)緑の相談室

118 総合プール

119 高松プール

120 都南中央公園プール

121 太田スポーツセンター・太田テニスコート

122 綱取スポーツセンター

123 松園運動広場 (特活)まつぞのスポーツクラブ

124 東中野運動広場 (財)盛岡市体育協会

125 武道館

126 弓道場

127 アイスアリーナ (財)盛岡市体育協会

128 屋内ゲートボール場 Rネットいわて・東厨川推進会

129 盛岡体育館 (財)盛岡市体育協会

130 盛岡南公園球技場 (財)盛岡市体育協会

131 市営野球場 (財)盛岡市体育協会

132 太田橋野球場 (財)盛岡市体育協会

133 渋民野球場 (財)盛岡市体育協会

134 渋民運動公園 (財)盛岡市体育協会

135 玉山運動場 (財)盛岡市体育協会

136 好摩相撲場 (財)盛岡市体育協会

137 好摩テニスコート (財)盛岡市体育協会

138 生出スキー場 (財)盛岡市体育協会

139 大ケ生ふるさと学習センター 大ケ生金山の里づくり実行委員会

140 都南体育館 見前地区体育振興会

141 盛岡劇場

142 都南文化会館

143 市民文化ホール

144 盛岡てがみ館 (財)盛岡市文化振興事業団

145 姫神ふるさと学習センター 姫神自治会

146 歴史公園〔志波城古代公園〕 志波城跡愛護協会 歴史文化課

公園みどり課

雇用労政課

農政課

(財)盛岡市体育協会

(財)盛岡市体育協会

(財)盛岡市文化振興事業団

生涯学習スポーツ課

観光課(財)盛岡観光コンベンション協会

都市計画課
市街地整備課

(財)盛岡市体育協会

(財)盛岡市駐車場公社
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NO. 施設名 指定管理者 担当課

147 好摩地区コミュニティセンター 好摩地区コミュニティセンター管理運営委員会

148 日戸地区コミュニティセンター 日戸自治会

149 川又地区コミュニティセンター 川又自治会

150 生出３地区コミュニティセンター 生出３自治会

151 渋民地区コミュニティセンター 渋民振興会

152 山田地区コミュニティセンター 山田自治会

153 巻掘地区コミュニティセンター 巻堀自治会

154 芋田地区コミュニティセンター 芋田自治会

155 好摩東地区コミュニティセンター 好摩東自治会

156 山谷川目地区コミュニティセンター 山谷川目自治会

157 城内地区コミュニティセンター 城内自治会

158 下田川崎地区コミュニティセンター 下田川崎自治会

159 永井地区コミュニティセンター 永井自治会

160 好摩ふれあい広場 好摩振興会

161 渋民ふれあい広場 船田東自治会

162 大台地区コミュニティセンター 大台自治会

163 古川墓園 古川墓園管理協議会

164 葛巻地区飲料水供給施設 葛巻部落水道利用組合

165 中日戸地区飲料水供給施設 中日戸水道組合

166 大神地区飲料水供給施設 大神部落飲料水供給施設管理利用組合

167 町村地区飲料水供給施設 町村飲料水組合

168 大平地区飲料水供給施設 大平水道利用組合

169 岩洞地区飲料水供給施設 岩洞飲料水組合

170 大沼地区飲料水供給施設 大沼水道利用組合

171 舟田地区介護予防センター 船田東自治会

172 芋田向地区介護予防センター 芋田向１自治会

173 総合交流ターミナル〔ユートランド姫神〕 たまやま振興株式会社

174 農民研修センター 生出２自治会

175 岩洞生活改善センター 薮川自治会

176 姫神地区振興センター 姫神自治会

177 町村活性化センター 薮川地区活性化推進協議会

178 岩洞活性化センター 薮川地区活性化推進協議会

179 岩洞湖家族旅行村休憩施設 薮川振興会

180 岩洞湖家族旅行村テニスコート 薮川振興会

181 高木牧場 巻堀牧野農業協同組合

182 大沼牧場 新岩手農業協同組合

183 産学官連携研究センター 岩手大学 企業立地推進室

〔玉山区〕
産業振興課

〔玉山区〕
税務住民課

〔玉山区〕総務課

〔玉山区〕
健康福祉課
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盛岡市行財政構造改革の方針及び実施計画の取組結果 

≪３年間の総括≫ 

【取組期間】平成 16 年度～平成 18 年度 

   

            問合先 盛岡市市長公室 行財政改革推進課 

                                 〒 020-8530 盛岡市内丸 12 番２号 

                                 電話 019-626-7553（直通） 

                                 電子メール gyoukaku@city.morioka.iwate.jp 
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